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結び

はじめに

人類には，交配や突然変異を活用することにより，農作物の「育種」（生物

を遺伝的に改良すること。品種改良。）を進めてきたという歴史がある。特に，

近年では，「ゲノム編集による突然変異」や「遺伝子組換え技術」も活用され

ている。

「遺伝子組換え技術（Genetic Modification Technology）」とは，微生物や

植物など他の生物の持つ遺伝子（DNA）を取り出し，別のターゲット生物の

ゲノムに導入することで，その生物に新しい性質を付与する技術である。この

遺伝子組換え技術に対して，「ゲノム編集（Genome Editing）による変異」は，
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核酸分解酵素である部位特異的ヌクレアーゼ（Nuclease）を利用して，思い

通りに標的遺伝子を改変する技術である。遺伝子組換えが，遺伝子を挿入する

ことによって行うのに対して，ゲノム編集は，これまで長期間かけて交配を繰

り返して突然変異を起こしてきた育種と同様のプロセスを，人為的に遺伝子を

変異させることによって短時間で起こす（突然変異を生じやすい環境を用意し

て変異を誘発している）技術である。

そのため，これらの技術に関し，少なからず人体への悪影響の懸念が生じた。

しかし，厚生労働省によれば，自然界の突然変異においては都合の悪い性質は

交配と選抜によって取り除かれてきたのと同じく，ゲノム編集は，「都合の悪

い形質を持つ変異は交配と選抜を経て取り除くことができるので，健康への悪

影響が問題になる可能性は非常に低い 1」と捉えられている。

このように，あえて，遺伝子組換え技術やゲノム編集が人体への影響がなく

安全であるという論調で述べられるということは，裏を返せば，遺伝子組換え

技術やゲノム編集は，人為的改変そのものであり，生態系や人体，家畜等に対

する安全性に疑問があるということになる。これに関し，遺伝子組換え作物が

増えれば，生物多様性が守られるとする論稿 2，およびその反対の結果を提示す

る論稿 3 などもあまたあり，統一的な見解は未だ得られていない。

1　厚生労働省医薬・生活衛生局食品基準審査課『新しいバイオテクノロジーで作られた食品
について（パンフレット）』（2020）10頁。
2　遺伝子組換え作物と生物多様性の関わりについては，遺伝子組換え作物が増えれば，環境
が守られる可能性もある，と示す論文もある。一例として，吉村泰幸「特集　私たちの生
活と生物多様性　遺伝子組換え作物と生物多様性，そして私たちの生活」雑草研究58（２）
90-96頁（2013）がある。
3　グリホサートが効かなくなったら2,4-D.やジカンバといった除草剤を多用することを前
提とする遺伝子組換え作物の導入の生物多様性への影響が大きいことを論じた論文もあ
る。一例として，Gesine Schütte,  Michael Eckerstorfer,  Valentina Rastelli,  Wolfram 
Reichenbecher,  Sara Restrepo-Vassalli,  Marja Ruohonen-Lehto, Anne-Gabrielle 
Wuest Saucy & Martha Mertens, Herbicide resistance and biodiversity: agronomic and 
environmental aspects of genetically modified herbicide-resistant plants, ENVIRONMENTAL 
SCIENCES EUROPE Vol.29 Article Number 5（2017）. 
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また，遺伝子組換え技術と，「バイオハザード（biohazard：生物学的危害

や生物災害と訳し，病原体や改変させられた遺伝子等の潜在的に有害な生物，

その派生物およびそれらのもつ危険性のこと。）」の関連性について，少なから

ず関連があるという意見もあるが，一方で必ずしも直結するとは言えないとい

う意見もあるであろう。たしかに，そうした技術が，生物兵器の製造に利用さ

れるという想定は，SFの題材として格好のものだとも言えなくはない。しかし，

現実的には，農薬開発や病害虫に強い育種研究の過程で用いるツールには危険

なものも少なくなく，それらの漏出のおそれや，まして屋外飼養（開放系）実

験ともなれば相当なリスクは内在する。さらに，商品化され利用された後にも，

これらの技術によって創作された遺伝子組換え生物が変異する可能性もあるた

め，まったくの絵空事とも言えないであろう。

これらの科学的立証については，筆者は，自然科学的に遺伝子組換え作物の

諸影響とその安全性を検証する能力を持ちえないため，本稿においてはその部

分には関与しない。そのうえで，遺伝子組換え作物を輸入する日本の現況（１

章）と，現行の日本法における安全性確保の仕組みを概観し（２章），日本に

おけるいわゆる「バイオハザード裁判」といわれるものの歴史を俯瞰する（３

章）。加えて，諸外国の対応と，可能な限りで諸外国における「バイオハザード」

と捉えられた裁判の検討を行い（４章），若干の検討を行う（５章）。

なお，本稿では，遺伝子組換え生物またはトランスジェニック生物（Genetic 

Modification Organism（GMO）, Transgenic Organism, Living Modified 

Organism（LMO））のことを「GMO」とも表現することとし，本稿における

GMOに関する議論の射程は，食や生態系への「安全性」を検討するにあたり，

「遺伝子組換え植物（とりわけ遺伝子組換え農作物）」を中心とすることとする。

１．遺伝子組換え作物の現況

（１）GMO とは

育種の歴史のなかで，人類は，人工的に作物や家畜の遺伝子を変化させ，新
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しい性質のものを生み出してきた。それらの開発は，「早く収穫できるもの」「お

いしいもの（味が良いもの）」「害虫に強いもの」「温度変化に強いもの」「多量

の収穫物を得られるもの」等が目的であった。

育種は，異なる品種を掛け合わせる「交配」が基本であり，この交配により

ゲノムが混じりあい様々な形質のものが生まれた。それらから人間に有益な形

質のものを選択してきた。図表１（左）が示すように，「病気に弱いがおいしい」

品種と「病気に強いがまずい」品種を繰り返し交配させ，「病気に強くおいしい」

品種を生み出してきたのである。

また，自然または放射線照射等により生じた「変異」を活用することもあっ

た。アブラナ科の植物（野草）「ヤセイカンラン」から突然変異体の選抜育種

により，「キャベツ」，「芽キャベツ」，「コールラビ」，「ケール」，「ブロッコリー」，

「カリフラワー」，「ロマネスコ」が生まれているという事実もある。

この突然変異を，より人工的に生じさせるのが「ゲノム編集」である。放射

線照射により起こされる変異は，ゲノムのどの部分が切除されるかわからない

ため，人工酵素を用いて，狙った遺伝子に変異を生じさせ，目的とする場所を

切除する技術である。この技術の応用事例としては，ジャガイモは芽に毒素を

作るが，その毒素を作る遺伝子を切除することにより，芽に毒素を作らないゲ

ノム編集ジャガイモを生み出すのである。

さらに，「遺伝子組換え」技術を用いた GMOは，ほかの生物から取り出し

た遺伝子をゲノムに組み込むことで生み出される。そのため，より短期間に直

接的で確実な成果がもたらされる。例として，トウモロコシから取り出したβー

カロテンを作る遺伝子をイネに組み込み，ゴールデンライスという栄養価の高

い品種を生み出している。同品種により，発展途上国におけるビタミン A欠
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乏症の克服が目指されている 4。

これらは，図表１のように説明できる。ただし，簡略化したものであるため，

あくまでもイメージとして捉える一助としていただきたい。 

図表１：育種に用いられる技術の多様化

（出典）フリー画像および「新しいバイオテクノロジーで作られた食品について」（厚生
労働省）を用いて筆者作成

4　白井洋一「ビタミンA強化米　ゴールデンライス　フィリピン政府承認　商業栽培は実現
するか」2020年1月8日（http://www.foocom.net/column/shirai/18332/　2020年9月15日最
終閲覧）によれば，以下のような事情が確認できる。ゴールデンライスは，2005年に開発
されたが，同年，グリーンピースも反対運動を開始した。2008年には，フィリピンの国際
イネ研究所（IRRI）で試験栽培が開始された。フィリピン，ベトナム，インド，インドネ
シア，中国，バングラディシュが研究ネットワークを設立し，種子メジャーの一つであるシ
ンジェンタ社（スイス，2017年に中国のChem Chinaに買収）も特許権を無償譲渡している。
害虫抵抗性や除草剤耐性を有するトウモロコシやダイズなどは，種子メジャーの一つである
モンサント社（現バイエル社）に利益を吸い取られるだけと批判されるのに対し，ゴールデ
ンライスは前述のように非営利の団体とアジアの途上国政府等が共同で開発し，ビタミンA
欠乏による夜盲症や免疫機能障害から農村の子供たちを救うということで，大いに期待され
てきた。2018年までに米国，カナダ，豪州，ニュージーランドといった先進国で食品安全
審査を経たにもかかわらず，政府機関による安全審査のハードルの高さとグリーンピースな
ど市民団体による政府を巻き込んだ強力な反対運動のために，まだ商業栽培には至っていな
い。この件から，現地における安全性への理解を得ることが重要でありかつ非常に困難なこ
とであることがわかる。
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こうした遺伝子組換え技術導入の目的およびメリットには次のようなものが

ある 5。まず消費者には，食品の風味改善，栄養価の高い食品づくりに貢献，食

費の機能性を高める，食品の生産性向上等である。農業者には，「害虫抵抗性

作物」「除草剤耐性作物」「耐病性作物」「雄性不稔形質作物」「ストレス耐性作

物」等を栽培することにより，除草剤や殺虫剤の散布回数を減らすことにつな

がり，農薬代や手間を省くことが可能となる。また，害虫や雑草による収穫物

の品質の低下の阻止も図れる。

（２）日本は GMO 輸入国

令和元（2019）年度のカロリーベースの食料自給率については，対前年度か

ら 1ポイント上昇の 38％となった。また，飼料自給率については，前年度並

みの 25％であった。このように，日本の食料自給率および飼料自給率は，食

料安全保障の観点から見ると十分ではなく，現在，自給率を上げるための方策

がとられている 6。

以上のことから，日本は，多くの食料および飼料を輸入に頼らざるを得ない

現況である。本稿で扱う GMOについても，日本は飼料用や加工用に大量に輸

入している。そのため，GMO生産国の法規制を踏まえ，日本国内でその利用

における安全の確保に努めている 7。

世界の GMOの耕作状況と日本の輸入の概況は，農林水産省ウェブサイト 8

によれば，以下のとおりである。世界の GMOの栽培面積は，トウモロコシ・

ダイズ・ワタ・ナタネの 4種を中心として，年々増加している（図表２）。こ

5　（一財）バイオインダストリー協会ウェブサイト　「バイオテクノロジー Q＆A　遺伝子
組み換え食品から環境まで」Q38とQ39（https://www.jba.or.jp/top/bioschool/seminar/
q-and-a/qa_06.html 2020年9月16日最終閲覧）。
6　農林水産省ウェブサイト　「日本の食料自給率」（https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_

ritu/012.html 2020年9月16日最終閲覧）。
7　農林水産省ウェブサイト　「遺伝子組換え農作物をめぐる国内外の状況」（https://www.

maff.go.jp/j/syouan/nouan/carta/zyoukyou/ l 2020年9月16日最終閲覧）。
8　農水省・前掲注7）。
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の傾向は，新たな作物の栽培，発展途上国における栽培の伸び等があることか

らも，今後も続くと予測されている。 

図表２：世界の遺伝子組換え農作物栽培状況（平成 30（2018）年）

（出典）農林水産省ウェブサイト

日本のそれぞれの作物の主要輸入国は，トウモロコシの 92％が米国から（第

2位はブラジルの 5％），ダイズの 72％も米国から（第 2位はブラジルの 17％，

第 3位はカナダの 10％），セイヨウナタネの 92％がカナダから，ワタの 60％

も米国から（第 2位はブラジルの 19％）と，いずれも北米から輸入している

状況である。その最大輸入国における GMOの割合は，いずれも 9割を超えて

いる（2018 年度の統計では，トウモロコシ（米国）の 92％にあたる 1250.2 万

トン，ダイズ（米国）の 94％にあたる 218.0 万トン，セイヨウナタネ（カナダ）

の 95％にあたる 203.5 万トン，ワタ（米国）の 94％にあたる 5.8 万トンである。）。

（３）安全性への懸念

この GMOに関しては，生態系影響，遺伝子組換え食品として用いる人体へ

の健康影響，飼料として用いる場合の安全性影響等が懸念されている。本稿で
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は，バイオハザードの視点から検討を進めるが，バイオハザードの対立概念と

され推進されているのが「バイオセーフティ（biosafety：生物学的安全性）」

である 9。バイオセーフティ 10 は，病原体や改変させられた遺伝子等を有する潜

在的に有害な生物やその派生物に我々がさらされないよう，また偶発的にそれ

らが外部に放出されないように予防することを指す。

GMOに関しては，そのメリットは大きいが，デメリットとして安全性への

懸念やそれに基づく心理的な抵抗感が取り上げられることが少なくない。

以下，GMOに関するデメリットとして，安全性へ懸念が唱えられた事件の

いくつかをとりあげる。遺伝子組換え作物が商業的に本格的に栽培されたのは

1996 年であるが，それ以前からいくつかの懸念が示されていた。代表的なも

のとしては，1989 年の米国での昭和電工トリプトファン事件がある。これは，

原因不明の筋肉の痛みや呼吸困難，咳，皮膚の発疹などの症状を訴える患者が

急増し始め，結果として数多くの死者が出た事件である。本事件における一連

の調査では，昭和電工によって製造された遺伝子組換えトリプトファンに含ま

れた不純物が検出され，それが要因であると結論付けられ 11，昭和電工は多額

の賠償金を支払った 12。

遺伝子組換えトリプトファンとは，バチルス・アミロリケファシエンスとい

う元来トリプトファンを産生する能力を有する細菌を遺伝子組換えによって改

造し，トリプトファンを産生させ，それを抽出・精製したものである。ただし，

9　吉澤 剛「開かれた時代におけるバイオセキュリティ」CISTEC Journal　No.165（2016）
138頁。
10　吉澤・前掲注9）138頁によれば，バイオセーフティがこのように定義されるのに対して，
バイオセキュリティ（biosecurity）とは，狭義にはバイオテロリズム（バイオテロ）を防
ぐことであり，「危険な人物から病原体などを守ること」ともいえると説明される。
11　E. M. Kilbourne, R, M. Philen, M. L. Kamb, and H. Falk, Tryptophan produced by 

Showa Denko and epidemic eosinophilia-myalgia syndrome, J RHEUMATOL SUPPL. 1996 
Oct;46:81-8. 
12　Michael Bates, Settlement Ends $75 Million Lawsuit Against Japanese Company, 

APNEWS（forthcoming January 31, 1992）, available at https://apnews.com/2491378e6dbc3
2e79238a50b0760ae3e.

48



－49 （　）－

当時から，これらの不純物が，遺伝子組換えによる副産物かどうかは不明な

ままであったし，EMS（好酸球増加筋肉痛症候群）は動物実験でも再現でき

ず，昭和電工の製品でないトリプトファンでも同じ症状が報告されていること

等から，未解明な部分が多かった 13 （現在では，昭和電工製のトリプトファン

が原因ではなく，トリプトファンの過剰摂取が原因であることが明らかになっ

ている 14。）。加えて，当時は昭和電工によるトリプトファンの精製過程が問題

視されていたことから，アメリカ合衆国保健福祉省（Department of Health 

and Human Services，HHS）配下のアメリカ食品医薬品局（Food and Drug 

Administration：FDA）による情報提供のあり方も問題になっていた 15。

また，有名なものとして，1998 年 8 月，スコットランドのローウェット研

究所（Rowett Research Institute）のアーパド・パズタイ教授（Prof. Arpad 

Pusztai）が，英国のテレビ番組で，「遺伝子組換えジャガイモを実験用の

ラットに食べさせたところ免疫低下などがみられた。」と公表した事件があ

る。論文は，翌年公刊された 16 が，レビュアーの一人は，「データに欠陥があ

る（flawed）」ため主張の根拠とはなり得ないが，「他の科学者が自分で判断で

きるように，（この論文）がパブリックドメインで公開されることを望んでいる。

それは，論文が公開されていない場合，情報を抑圧する陰謀があると主張され

るから。17」と述べている。

さらに，生態系に与える他の影響として，1999 年にロゼイら（J. E. Losey 

13　長村洋一「意外な結論であったトリプトファン事件の真相が示す健康食品の問題点（2010
年1月6日）」（http://www.foocom.net/fs/takou_old/1189/ 2020年9月16日最終閲覧）。

14　内藤裕史『健康食品中毒百科』（2007,丸善）82-93頁。
15　河原直人「事例研究：トリプトファン事件」（http://www.bioethics.jp/naox_trypto-j.html
　2020年9月16日最終閲覧）。
16　Stanley WB Ewen and Arpad Pusztai, Effect of diets containing genetically modified 

potatoes expressing Galanthus nivalis lectin on rat small intestine, THE LANCET, Vol. 354, 
pp. 1353-1354, （1999）. 

17　Richard Horton, Genetically modified foods: "absurd" concern or welcome dialogue?", 
THE LANCET, Vol. 354, pp. 1314-1315,（1999）. 
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et al.）18 が，Btトウモロコシ 19 のオオカバマダラへの影響を実験し，Btトウモ

ロコシとの交雑したほとんどのトウモロコシは花粉に Bt 毒素を発現し，しか

もこの花粉が風に乗って少なくとも 60m以上は飛ばされることを示した。加

えて，Btトウモロコシ（N4640-Bt）の花粉を振りかけたトウワタの葉でオオ

カバマダラの幼虫を育てると，遺伝子組換えをしていない普通のトウモロコシ

の花粉を振りかけた葉や，花粉が全くついていない葉で育てた幼虫に比べて，

食べる量が少なくて成長が遅く，死亡率が高くなったという報告も有名である。

ロゼイは，当時，米国には数年後には Btトウモロコシの栽培を著しく拡大

する計画があるが，この新しい農業技術に関連する危険性を評価できる成績を

収集し，農薬や害虫防除技術に関する同様な危険性と比較することが「ぜひと

も必要」だと警告していた 20。しかし，この論文に対する評価は，信用に値し

ないものであり，むしろ「科学の自己修正のよい例を提供する」とされてい

る。というのも，『キャンベル生物学（11 版）21』」によれば，この論文の筆者は，

Btトウモロコシの雄花をトウワタの葉に実験室でふりかけたとき，花粉以外

の部分（雄蕊の花糸やはじけた花粉嚢等）も葉に降り注いでしまっていたから

である。

後に，これらの部分は，花粉よりも Bt毒素を高濃度で含んでいることが判

明し，ましてこれらの部分は自然な状態ではトウワタには触れないものでも

あったため，実験の不正確さが浮き彫りになった。さらに，オオカバマダラに

18　Losey, J. E., L. S. Rayor and M. E. Carter, Transgenic pollen harms monach larvae. 
NATURE 399: 214（1999）.

19　Btトウモロコシとは，カイコの病原微生物の Bacillus thuringiensis（Bt）の遺伝子をバ
イオテクノロジーの手法で作物に組換え，作物自身にBt毒素を生成させ殺虫作用を発揮さ
せる害虫防除機能を有するBt 組換え作物の一種である。
20　齋藤哲夫・宮田 正　「遺伝子組換えによる害虫防除の現状と問題点」日本応用動物昆虫学
会誌49（4）（2005）175-176頁。
21　Lisa A. Urry, Michael L. Cain, Steven A. Wasserman, Peter V. Minorshy, and JaneB.

Reece，池内昌彦・伊藤元己・箸本春樹・道上達男 （監訳）『キャンベル生物学（CAMPBELL 

BIOLOGY, 11th edition）』（2018）959頁。
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おける Bt花粉の悪影響について考える際には，Btトウモロコシに代わるもの，

すなわち，Btをもたないトウモロコシに対する殺虫剤散布の影響を検討しな

ければならないところ，同書には以下の記述もある。「最近の研究では，その

ような（Btをもたないトウモロコシに対する）農薬散布は，近くのオオカバ

マダラ集団に対して，Btトウモロコシの産出よりもより有害であることが明

らかになっている。22」このように，オオカバマダラの幼虫に対する Btトウモ

ロコシの影響は小さいが，安全性に係る論争が生じたことにより，精密な野外

調査の必要性，および安全性を向上させるための特定の生物組織を標的とした

遺伝子発現の重要性とその影響の検証が強調されるようになった 23。

加えて，2005 年にロシア科学アカデミーのイリーナ・エルマコヴァ博士が，

「遺伝子組換え大豆がラットの子どもの出生率と死亡率に与える影響」につい

て研究を行った。実験の結果，遺伝子組換え大豆を添加した飼料を食べた母

親から生まれたラットの子どもの半数は死亡，3分の 1 は，非組み換え大豆

を食べていた子どもと比べて 20 グラム以上小さかったと発表した。これに対

しては，同年 12 月，英国食品基準庁新規食品と製造工程に関する諮問委員会

（ACNFP： Advisory Committee on Novel Foods and Processes）が，この研

究に関して「結果を説明できる理由は，遺伝子組換え大豆か否か以外にも多

数想定され，この実験から結論を引き出すことはできない」とする声明を出

している 24。

（４）安全性の判断

高田寛教授（明治学院大学）によれば，遺伝子組換え作物の安全の確認には，

①導入された遺伝子が新たに作り出すタンパク質が人体に対して安全かどう

22　Urry（et al. ）・前掲注21）。 
23　Urry（et al. ）・前掲注21）。
24　内閣府食品安全委員会「食品安全総合情報システム」（http://www.fsc.go.jp/fsciis/

questionAndAnswer/show/mob07013000002　2020年9月17日最終閲覧）。
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か，②新たに作り出されるタンパク質にアレルギーを引き起こす作用がないか，

③目的遺伝子とともに導入されることの多い抗生物質耐性遺伝子が作り出す酵

素が人体に影響しないのかどうか，の 3点が考えられるとする 25。そのうえで，

いずれも GMOについては，未だに確定的な結果が得られていないとする 26。

1993 年，OECDにおいて，バイオ食品の安全性を判断する基本として，類

似既存食品との実質的同等性（Substantial equivalence）の概念が提唱され

た 27。実質的同等性（「生成物が既存のものと同等と見なし得る」）とは，当該

植物の食品としての安全性を評価するために，通常の食品であっても一定のリ

スクを持つことを前提に，既存の食品を比較対象として用いるという方法が適

用できるという条件のもとで判断が下される 28。その「同等と見なし得る」か

どうかの判断は，（1）遺伝的素材に関する事項，（2）広範囲なヒトの安全な食

経験に関する資料，（3）食品の構成成分等に関する資料，（4）既存種と新品種

の使用方法の違いに関する資料，の各要素について検討し，当該植物と既存の

ものが全体として食品としての同等性を失っていないと客観的に判断できるか

どうかによって行う必要がある。

そのため，厚生労働省は，（a）同省が行う安全性審査の範囲は，既存のもの

と同等とみなし得る組換え体としているし，（b）同等とみなし得ること自体が，

当該組換え体が安全であることを意味するものではなく，既存の食品との比較

において，当該組換え体の安全性評価に必要となる項目について個々に評価を

し，安全性を判断するとする 29。

25　高田 寛 「遺伝子組換え作物の法的問題について―表示規制とトレーサビリティを中心に
―」富大経済論集62（3）（2017）556頁。
26　高田・前掲注25）556頁。
27　OECD, SAFETY EVALUATION OF FOODS DERIVED BY MODERN BIOTECHNOLOGY-CONCEPTS AND 

PRINCIPLES, pp.14-16（1993）.
28　厚生労働省医薬食品局食品安全部ウェブサイト「遺伝子組換え食品Q＆A（2007（平成
19）年10月24日最終更新）」（https://www.mhlw.go.jp/topics/idenshi/qa/qa.html#%EF%B
C%A4%EF%BC%8D%EF%BC%91　2020年9月17日最終閲覧）。
29　厚生労働省・前掲注28）。
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こうしたこれまでの研究経過，議論，および判断基準を踏まえ，GMO反対

派は「論文が否定される（つぶされる）」「疑わしいにもかかわらず，実質的同

等性があると判断されるのはおかしい」とする。これに対して GMO賛成派は

「疑わしいとするのがむしろ捏造である」「実質同等性を否定する根拠がない」

とする。前述の通り，未だに確定的な結果が得られていない現況である。

２．現行法の安全性確保の仕組み

（１）バイオハザードとその規制

こうしたバイオハザード技術とその規制については，斎藤誠教授（東京大学）

の著書 30 に詳しく，以下にそれに基づきまとめる。バイオ技術に関しては，他

の技術にはない未知なる危険性の影響，および一たび事故を起こした場合の被

害の甚大さと不可逆性を勘案して，いわゆる「ゼロリスク（リスクの原因とな

るハザードの暴露がゼロであること）」を志向する立場と，他の技術と比較して，

研究段階に特別の規制を必要とする危険はないとする立場がある 31。こうした

対立的な立場が存在するにもかかわらず，やや厳格な規定の多い各種ガイドラ

インが策定され，科学の進展や場合によっては事故・事件の影響もうけ，さら

には諸外国の動向を踏まえて ,それが改訂されてきている現況である。

こうしたガイドラインのあり方には，双方とも異論はなさそうに見える。と

いうのも，前者の「ゼロリスク」を求める論者であっても，バイオ技術そのも

のを否定する者は多くはなく，またこうした現代技術の重要さは広く認識され

ているということが特性としてある。

つまり，技術には，社会・経済・文化に与えるメリットとデメリットを持つ

という二面性がある 32。メリットは，ワクチン接種の普及という国家規模の安

30　斎藤 誠『バイオテクノロジーの法規整』（2020，有斐閣）9頁。
31　斎藤・前掲注30）9頁。
32　吉澤・前掲注9）146頁。吉澤准教授は，技術の利用に二面性があることを「デュアルユー
ス・ジレンマ」として説明している。
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全保障や公衆衛生上のもの，および気候変動や災害においても食料（糧）を確

保するという食料（糧）安全保障の観点からのものである。デメリットは，そ

うした技術が，社会に与えるかもしれない感染症リスクや個人に及ぼす「不安

感」等である。他者からの危害やリスクには備えねばならないが，その「備え」

自体が実はリスクを内蔵しているというジレンマでもある。

一例ではあるが，山中伸弥教授（京都大学 iPS細胞研究所所長）の研究す

る iPS細胞も遺伝子組換え体（GMO）である 33。また，感染症の予防を目的と

した遺伝子組換えウイルスワクチンの開発研究も欠かせない重要テーマといえ

る。これらは，多くの人から称賛され推奨されている研究開発であると思われ

る。では，医療および公衆衛生目的であれば推奨されるが，軍事転用可能な技

術であれば規制対象となるというように，利用目的または用途の可能性で判断

できるという意見もあるかと思われる。だが，多くの民生用技術が軍事領域か

ら民生分野へと転用され現代の文明社会が成り立っていることを慮れば，研究

段階からその将来的な用途までを勘案することは困難である。

さらに，こうした技術がもたらすデメリットの予測可能性に関しては，前述

の斎藤教授も，バイオ技術を「原子力発電に代表される現代技術」と表現し，

「『近代』の科学技術にともなう危険が，その程度や可能性について，専門家に

よる現実的な想定が可能で，さらには，危険が現実になった場合の結果につい

て，場合によってはあらかじめ実験できる性質のもの」ではないということを

その性質の一つとする 34。

こうした技術の二面性を踏まえると，目に見えるメリットは，産業育成の観

点等からの振興の視点につながりやすく，潜在的でよりその全貌が見えづらい

とされるデメリットはその危険やリスクを抑制し安全性を確保するための規制

（抑制）の視点につながりやすいといえる。こうした振興の視点からは，（公的

な機関・私的機関を問わず）研究機関やそこに所属する研究者のみならず，国

33　小島正美編『誤解だらけの遺伝子組み換え作物』（2015，エネルギーフォーラム）59-60頁。
34　斎藤・前掲注30）10頁。
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家としての科学技術政策の方向性や実力というものも関係してくるであろう

し，自ずとそうした研究環境の確保や業績を知的財産権として保護する施策と

も関わってくる。他方，規制の視点からは，国民の生命・健康安全や公衆衛生

の確保が求められており，これは最重要課題ともいえる。しかしながら，後者

の規制の視点を強く打ち出す論者も，規制とのバランスが必要という中庸的な

論者も，それをゼロリスクではないからと言って排除する意図を有するもので

はない。すなわち，こうした高度な現代技術には，規制すべき損害が生じて

いなくともそれをもって規制的手段を取らないということは許されないという

「予防原則（precautionary principle）」の適用をもって対処するべきと唱えうる。

加えて，こうした高度な現代技術は，それに具体的かつ現実的に携われる人

が多いわけではない。したがって，規制に関しても，規制する行政機関側と規

制される研究側というような単純な二項対立を想定しづらい 35。むしろ研究側

の自主規制や自己統制に頼らざるを得ない部分も少なくないし，その方がより

現場の意向や技術的知見に即したものともいえる。ただし，こうした案件にも

行政には情報公開（透明性と説明責任含む）と住民参加は求められる。それぞ

れの段階（過程）で多くの関係者に関わる問題であるといえる。

（２）バイオセーフティへの国際的な規制

国内の現行法を俯瞰する前に，国際的なバイオセーフティへの規制等を踏ま

えておきたい。これは吉澤剛准教授（大阪大学）の論稿 36 に詳しく，それを参

考に以下にまとめる。

  遺伝子組換え技術が 1970 年代に米国で開発されると，人工生物の病原性や

安全性についての懸念が高まった。そこで，1976 年に，米国では，国立衛生

研究所（NIH：National Institute of Health）が「組換え DNA実験ガイドラ

イン」を策定し，日本も，1979（昭和 54）年に「組換え DNA実験指針」を

35　斎藤・前掲注30）10頁。
36　吉澤・前掲注9）141-143頁。
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定めた。これらの内容は，遺伝子組換え黎明期ということもあり，実験室内の

危険性だけが考慮事項であった。

その後，次第に，遺伝子組換え生物の実験室外への影響（在来種の駆逐や

交雑のおそれ）が懸念されるようになった。1993 年に発効した生物多様性条

約（CBD：Convention on Biological Diversity）を背景に，1999 年にコロ

ンビアのカルタヘナで締約国会議が開催され，2000 年にカルタヘナ議定書

（生物の多様性に関する条約のバイオセーフティに関するカルタヘナ議定書：

Cartagena Protocol on Biosafety）が採択された。このカルタヘナ議定書は，

バイオテクノロジーの急速な発達により生成された生物が，生物の多様性の保

全および持続可能な利用に及ぼす可能性のある悪影響を防止するための措置を

規定している。

その他として，米国では，バイオテロに用いられる可能性のある選択生物

剤が規制されているし，疾病管理予防センター（CDC ：Center for Disease 

Control and Prevention）と国立衛生研究所（NIH）によって定められた実験

室の安全管理指針が，全米の研究機関における事実上の安全管理基準となって

いる。欧州では，GMOに関するバイオセーフティへの関心が高く，スウェー

デン，モルドバ，およびトルコでは法律がある。EUでは，実験室における生

物剤の管理などに関する特定の規定は存在していないが，バイオセーフティに

対する個人の能力や資質に関する規定は，断片的に存在する。加えて，WHO（世

界保健機関：World Health Organization）では，2012 年に，実験室における

バイオセーフティに関わる各国のガバナンス体制の充実に向けた支援戦略が公

表されている 37。

法律に基づかないガイドラインが先行してきたのが実態ではあるが，続いて，

遺伝子組換え技術およびその技術を用いる研究に関する法的規制として，前述

の斎藤教授の著書によれば以下のようである。

37　WHO, LABORATORY BIORISK MANAGEMENT : STRATEGIC FRAMEWORK FOR ACTION 2012–2016
（2012）. 
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まず，日本国憲法上は，学問研究の自由の保障（憲法 23 条）の対象となるし，

幸福追求権とそれに伴う公共の福祉（同法 12 条，13 条）およびそうした技術

を用いる産業等との営業の自由（同法 22 条），財産権保障（同法 29 条）との

調整も必要になる 38。

こうした研究の具体的な方法やその安全性等に関する法律は未だに存在して

いないが，1995（平成 7）年に科学技術基本法（平成 7年法律第 130 号）が日

本の科学技術政策の基本的な枠組みを与えるとともに，「科学技術創造立国」

を目指して科学技術の振興を強力に推進していく上でのバックボーンとして位

置づけられる法律として制定されている。同法 9条では，科学技術基本計画を

制定することが定められており，現在は，2021 年から 5年間を見据えた第 6 

期科学技術基本計画の策定中である。もちろんその中では，バイオテクノロジー

も重要な要素の一つである 39。

そして，次章で検討する遺伝子研究施設の移設問題等に関連して，遺伝子組

換え技術の安全面の規制を対象とする条例も登場している。条例には，遺伝子

組換え実験施設に関するものと開放系栽培等（実験含む）における他の植物と

の交雑の危険防止を目的とするものがある。（図表３）。これらの条例のいくつ

かは，次節で扱うカルタヘナ法の法律実施条例として位置づくもの（位置づく

部分を含むもの）でもある。

38　斎藤・前掲注30）3頁。
39　文部科学省 「第6期科学技術基本計画に向けた重要課題（中間とりまとめ）」（https://

www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu28/houkoku/1418594.htm　2020年9月19日
最終閲覧）。
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　図表３：遺伝子組換え技術の安全面の規制を対象とする条例・要綱　

（出典）条例データベースシステムを基に筆者作成 40 

自治体 条例名 制定
滋賀県
長浜市

バイオインキュベーションセンター内で行う遺
伝子組換え実験等の安全管理要綱

平成 21 年 7 月 1 日告示
第 176 号

大阪府
茨木市

生活環境の保全に関する条例
（ライフサイエンス系施設（29 条から 37 条））

平成 20 年 9 月 30 日条例
第 30 号

大阪府
吹田市

吹田市遺伝子組換え施設等，病原体等取扱施設
及び放射能同位元素取扱い施設に係る市民の安
心安全の確保に関する条例

平成 6年 10 月 7 日条例
第 29 号

東京都
日野市

環境保全に関する条例（14 条の 2 第 2 号「遺
伝子組替施設を有する事業場」 （昭和 62条例 8・
追加））

昭和 47 年 4 月 10 日条例
第 19 号

神奈川県 遺伝子組換え作物交雑等防止条例 平成 22 年 3 月 30 日
条例第 13 号

愛媛県
今治市

食と農のまちづくり条例
（交雑検査（9条，15 条）および試験研究機関（16
条）に係る規定あり）

平成 18 年 9 月 29 日
条例第 59 号

新潟県 遺伝子組換え作物の栽培等による交雑等の防止
に関する条例

平成 18 年 3 月 30 日
条例第 26 号

北海道 遺伝子組換え作物の栽培等による交雑等の防止
に関する条例

平成 17 年 3 月 31 日
条例第 10 号

京都府 食の安心・安全推進条例
（交雑・混入防止（18 条））

平成 17 年 12 月 27 日条例
第 53 号

新潟県 （にいがた）食の安全・安心条例
（交雑・混入防止（10 条 6 項））

平成 17 年 10 月 24 日条例
第 81 号

北海道 食の安全・安心条例
（交雑・混入防止（17 条））

平成 17 年 3 月 31 日条例
第 9号

徳島県 食の安全安心推進条例
（交雑・混入防止（現 23 条））

平成 17 年 12 月 22 日
条例第 115 号

（３）カルタヘナ法

遺伝子組換え生物等による生物多様性への影響を防止するため，前述のカル

40　名古屋大学elen（条例データベースhttps://elensv.e-legislation.jp/request/EL001）およ
び同志社大学条例Webアーカイブデータベース （https://jorei.slis.doshisha.ac.jp/）を2020
年9月19日に最終確認。
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タヘナ議定書が 2000（平成 12）年 1月に採択され，2001（平成 13）年 9月に

発効した。日本は，同議定書を 2003（平成 15）年 11 月に締結した 41。

同議定書に対応するための国内法として，いわゆるカルタヘナ法（平成 15

年法律第 97 号，遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確

保に関する法律）が成立した。同法は，国際的に協力して生物の多様性の確保

を図るため，GMO等の使用等の規制に関する措置を講ずることにより，生物

多様性条約のバイオセーフティ に関するカルタヘナ議定書および同議定書の

責任および救済に関する名古屋・クアラルンプール補足議定書の的確な実施に

より，もって人類の福祉等に貢献するための法律である（カルタヘナ法 1条）。

同法の規制方法は，GMOが生物多様性へ影響を及ぼさないかどうか事前に

審査するもので，適切な使用方法についても規定されている。具体的には，同

法では，GMOの使用形態を，二種類に分け，それぞれのアプローチで生物多

様性への影響を防止している。

1種類目は，「開放系での使用（第一種使用）」であり，食料や飼料としての

運搬，農地での栽培などを指す。生物多様性への影響が生ずるおそれがないと

確認されたものが栽培できる（同法 4条から 11 条）。2種類目は，「閉鎖系（拡

散防止措置の下）での使用」であり，実験室，工場内などを指す。環境中への

拡散の防止するために定められた方法で使用できる（同法 12 条から 15 条）。

なお，日本で最初の GMOは，サントリー株式会社が開発した「青いバラ」

である 42。同社は 1990（平成 2）年から開発に着手した。1995（平成 7）年には

青いカーネーション「ムーンダスト」の開発に成功し，1997（平成 9）年から

日本でも販売し始めた。しかし，「青いバラ」の開発には困難が伴った。そのため，

「青いバラ（名称は，SUNTORY blue rose Applause（日本名：喝采））」の誕

41　バイオセーフティクリアリングハウス（J-BCH），カルタヘナ議定書関連情報（http://
www.biodic.go.jp/bch/bch_1.html　2020年9月18日最終閲覧）。
42　サントリーグローバルイノベーションセンター　「世界初！『青いバラ』への挑戦」（https://

www.suntory.co.jp/sic/research/s_bluerose/story/　2020年9月18日最終閲覧）。
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生は 2002（平成 14）年であった。

ただし，このバラの商業販売のためには，当該「青いバラ」を国内で生産・

販売しても生物多様性に影響しないことを証明して，カルタヘナ法に基づく農

林水産省と環境省の承認を得る必要があった（同法 4条 1項）。そのため，「青

いバラ」の花粉を野生バラなどに受粉させるなどの交雑試験を行い，導入した

遺伝子が野生バラに広がる心配がないことを実証するために 4年もの時間が費

やされ，承認が下りたのは，2008 年 1 月 31 日のことであった。

（４）食品衛生法，食品安全基本法

食品安全基本法（平成 15 年法律第 48 号）8条 1 項および食品衛生法（昭和

22 年法律第 253 号）3条 1項は，食品関連事業者の責務として，自らが食品の

安全性の確保について第一義的責任を有していることを認識して，自らの責任

において食品の安全性を確保するために必要な自主検査の実施その他の措置

を，食品供給行程の各段階において適切に講ずる責務を有すると規定する。

厚生労働省は，食品衛生法により，2001（平成 13）年 4 月から遺伝子組換

え食品の安全性審査を食品衛生法上の義務としている 43。当時既に，遺伝子組

換え食品の開発や実用化が国際的にも急速に広がってきており，今後さらに新

しい食品の開発が進むことも予想された。従来の「安全性評価指針」等に基づ

く審査は，法律に基づかない任意の仕組みとなっていたため，安全性審査がさ

れていないものが国内で流通しないよう，安全性審査は食品衛生法上の義務と

43　厚生労働省ウェブサイト「組換えDNA技術応用食品及び添加物の安全性審査に関する
薬事・食品衛生審議会の答申について（平成13年2月26日）」（https://www.mhlw.go.jp/
houdou/0102/h0226-1.html　2020年9月18日最終閲覧）。
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された 44 45。

具体的には，厚生労働省の作成した「食品，添加物等の規格基準（昭和 34

年 12 月厚生省告示第 370 号）」第 1A第二款および第三款ならびに第 2Dに規

定する安全性審査の手続の規定の下に定められた「組換え DNA技術応用食品

及び添加物の安全性審査の手続（平成 12 年厚生省告示第 233 号，以下「手続

告示」という。）」に基づき行われる。

この手続告示の 3条 1項には，厚生労働大臣は，組換え DNA技術を応用し

た食品または添加物について，その開発者等からの申請に基づき，品種ごとま

たは当該食品もしくは添加物の品目ごとにその安全性の審査を行うことが規定

されている。こうした安全性審査を経て安全性に問題がないと判断された食品

のみが流通することになっている。この場合，厚生労働省は専門家で構成され

る食品安全委員会に安全性の評価を依頼し（手続告示 3条 2 項），食品安全委

員会は安全性の評価（食品健康影響評価）を行う。評価の結果，安全性に問題

がないと判断した食品を，厚生労働省が公表し（同告示 3条 4 項），それらが

流通することになる。

なお，ここでの評価には，前述した 1993 年に OECDによって提唱された「実

質的同等性」の概念を用いている。

44　厚生省食品衛生調査会バイオテクノロジー特別部会　「遺伝子組換え食品の安全性審査の
法的義務化について報告書（平成12年1月21日）」
　（https://www.mhlw.go.jp/topics/idenshi/anzen/houkoku.html　2020年9月18日最終閲覧）。
45　2001（平成13）年2月26日に開催された厚生省「薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会」
において，組換えDNA技術を応用した食品及び添加物の安全性について，「組換えDNA技
術応用食品及び添加物の安全性審査基準」（平成12年5月1日生衛発第825号 -1厚生省生活
衛生局長通知）に基づき審議した結果，食品29品種および添加物5品目について，人の健
康を損なうおそれがあると認められないと判断するという答申が行われた。これらには，
Monsanto Company（米国）が開発し日本モンサント株式会社が申請したラウンドアップ・
レディー・トウモロコシ GA21系統やラウンドアップ・レディー・大豆40-3-2系統等も含ま
れている。厚生労働省ではこの答申を受け，厚生労働大臣が定める安全性審査の手続きを
経た旨の官報掲載の手続を行い結果を公表した。これにより，該当する食品29品種および
添加物5品目については，同年4月1日から施行される「遺伝子組換え食品等の安全性審査」
の義務化後も，輸入，販売等が食品衛生法上可能となった。
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（５）飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（飼料安全法）

日本に輸入される GMOの多くは，加工食品または飼料として用いられてお

り，後者は，飼料安全法（昭和 28 年法律第 35 号，飼料の安全性の確保及び品

質の改善に関する法律）により規制されている。同法は，飼料および飼料添加

物の製造等に関する規制，飼料の公定規格の設定およびこれによる検定等を行

うことにより，飼料の安全性の確保および品質の改善を図っている（飼料安全

法 1条）。

遺伝子組換え飼料の家畜等に対する安全性の確認の審査は，「組換え DNA

技術応用飼料及び飼料添加物の安全性審査基準」に基づいて行われている 46。

基本的には，遺伝子組換え食品の安全性評価の場合と同様に，遺伝子組換え飼

料が既存のもの（宿主植物）と同等と見なしうると判断できるかどうか，すな

わち「実質的同等性」の概念が安全性審査の出発点となっている。その結果，

同等と見なしうると判断できれば，既存のものと比較することによって安全性

審査を行うことができると考えられている。

（６）GMO の表示規制とトレーサビリティ（米国式と EU 式）

日本の GMOの表示制度は，2001 年 4 月から，食品衛生法，農林物資の規

格化および品質表示の適正化に関する法律（JAS法，昭和 25 年法律第 175 号）

および健康増進法（ 平成 14 年法律第 103 号）に基づき行われてきたが 47，2013

年 6 月，これらが一本化され食品表示法（平成 25 年法律第 70 号）が公布され，

2015（平成 27）年 4月 1日に施行された。

46　国立研究開発法人農業生物資源研究所 遺伝子組換え研究センター  「遺伝子組換え研究推
進室」（http://www.naro.affrc.go.jp/archive/nias/gmogmo/FAQ  2020年9月18日最終閲覧）。
47　安全性が確認された遺伝子組換え農産物とその加工食品について，JAS法（遺伝子組換え
食品に関する表示に係る加工食品品質表示基準第7条第1項及び生鮮食品品質表示基準第7
条第1項の規定に基づく農林水産大臣の定める基準。），および食品衛生法（食品衛生法第19
条第1項の規定に基づく表示の基準に関する内閣府令。）に基づき，表示ルールが定められ，
2001（平成13）年4月から義務化された。
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日本国内で流通している GMOは，前述の食品衛生法に基づく安全性審査を

経ているもののみである。つまり，表示は，消費者が，GMOまたはそれらを

用いた加工品を選択するかどうかを消費者本人が決断するためのものである。

GMOの表示には，義務表示と任意表示があり，食品表示基準（平成 27 年

内閣府令第 10 号）に定められている。義務対象は，安全性審査を経て流通が

認められた 8農産物およびそれを原材料とした 33 加工食品群（組換え DNA

等が残存し，科学的検証が可能と判断された品目）である 48。任意表示は，2023 

年 4月 1日から，改正食品表示基準の施行により，情報がより正確に伝わるよ

うに新しい制度になる49（義務表示は現行制度からの変更はない。）。

なお，諸外国においては，①米国では，遺伝子組換え食品表示情報開示法（平

成 28 年７月に成立）により，遺伝子組換え食品に対し，情報開示 が義務付け

られることとなった。（ただし，情報開示の対象や表示方法については，成立

から 2年以内に制定する基準で規定。），② EUでは，ト レーサビリティ制度

を導入するとともに，遺伝子組換え農産物に由来する全ての食品に表示を義務

付けているなど，様々な対応が見られる 50。前述の高田教授が，この国際的な

表示規制とトレーサビリティに関する検討のなかで，米国式と EU式を比較し，

日本におけるトレーサビリティの確立を唱えている 51。

48　消費者庁「知っていますか？遺伝子組換え表示制度―消費者が正しく理解できる情報
発 信 を 目 指 し て ―」2頁（https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/quality/
genetically_modified/pdf/genetically_modified_190425_0003.pdf　2020年9月20日 最 終 閲
覧）。
49　消費者庁・前掲注48）3頁。
50　消費者庁「遺伝子組換え食品の表示義務」https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_

labeling/other/review_meeting_010/pdf/review_meeting_010_180419_0002.pdf（2020年9月
20日最終閲覧）。
51　高田・前掲注25）573-574頁。
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３．日本のバイオハザード裁判の歴史

（１）P ４レベル施設利用差止め等請求事件―水戸地土浦支判平成 5 年 6 月 15

日（判時１４６７号３頁）

原告らは，茨城県つくば市および牛久市に居住する者たちであり，被告は，

1958（昭和 33）年に理化学研究所法に基づいて設立された特殊法人である。

被告は，1984（昭和 59）年 3 月，つくば市高野台 3丁目 1 番地に理化学研究

所（以下「理研」ともいう。）ライフサイエンス筑波研究センター施設（以下「本

件施設」という。）を建設して所有し，所属の研究者により組換え DNA実験

を行っている。本件施設は，内閣総理大臣の諮問を受けた科学技術会議による，

最高度の物理的封じ込め機能（P4 レベル 52）を有する組換え DNA実験区域を

備えた総合的研究施設設置の必要性に関する提言に基づいて，被告理研によっ

て建設されたものである。本件は，原告らが，被告に対し，不法行為および人

格権に基づき，P4 実験室を P4 レベルの組換え DNA実験に使用することの差

止めを求めるとともに，既になされた各実験により損害を被ったとして，不法

行為に基づく損害賠償を求めた事案である。

裁判所は，P4 レベルの遺伝子組替え実験室が，内閣総理大臣により策定さ

れた組替え DNA実験指針の要件をすべて充足しており，また，理研において

も，組替え DNA実験実施安全管理規程を定めているなど万全の配慮がされて

いるなどと判断した。

そのうえで，原告らの請求に関して，①差止請求に関しては，P4 レベルの

遺伝子組替え実験室を使用して行われた実験によって，生命，身体の侵害が現

に発生し，あるいは発生しつつあるとは認められず，また，同実験室において，

将来行われるであろう実験によって侵害が発生する客観的な蓋然性も認められ

52　物理的封じ込めのことをフィジカル (Physical containment)といい，「P」で表していた。
しかし，P が "Pathogen"（病原体）や "Protection level"（防御レベル）の略などとされる
こともあって混乱が生じたため，現在ではバイオセーフティレベルもしくは BSL の名称を
用いるようになった。そのため，現在では，「レベル4」の実験室はよく BSL-4 と呼ばれる。
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ないとして，これらの実験の差止請求を棄却し，②損害賠償請求に関しては，

被害発生の抽象的な可能性により原告らの意識を媒介にして主観的な不安感が

生じたとしても，これは一般に受忍すべき限度を超えた平穏生活権あるいは人

格権の侵害とはいえない，つまり，身体の安全性の意識の侵害は一般に精神的

被害として慰謝料をもって償われるべき法律上保護される利益ということはで

きず，差止め請求の理由となるほどの利益の侵害に当たらないことはもとより，

不法行為による損害賠償請求の理由とはなり得ないと判断した。

本件で基準となっているのは，1979（昭和 54）年 8月 27 日に内閣総理大臣

により策定された（前述した）「組替え DNA実験指針」という自主規制のガ

イドラインであり，それは，バイオテクノロジーの振興法または規制法に基づ

くものではない。この点につき，実体的な安全性基準の規律密度（国のガイド

ラインの評価）の問題に加え，施設設置手続きおよび管理の問題が指摘できる。

こうした実体的な基準審査には，国際基準なり先進国の基準が，比較すべき先

行例として用いられることが多い。本件でも，1976 年にアメリカ合衆国の国

立衛生研究所（NIH）においてまとめられたものが最初で，その後，各国と

もこれを基にしてそれぞれ実験の実施についてのガイドラインを定めている。

日本でも基本的にはこのアメリカ合衆国のガイドラインを踏襲しながら，我が

国独自の検討結果をも加えて，一段厳しい内容として前記の「組替え DNA実

験指針」を定めたことが評価された。そのうえで，裁判所は，「本件 P4 実験

室が P4 レベルの物理的封じ込め機能を備えている結果，本件 P4 実験室で行

われる組換え DNA実験はすべて包括的にこれに該当することになったとして

も，訴訟上の請求としてその特定に欠けるところはない」とした。当時の科学

水準として，実体的な審査基準としてはふさわしいものかもしれないが，ガイ

ドラインの設定手続や科学的知見導入のための法律の整備が必要であったと筆

者は考える。

また，前述の斎藤教授は，施設設置手続きの問題として，住民の「漠然とし
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た懸念」の解消の必要もあると指摘しており 53，筆者も賛同する。当時は，住

民の不安を解消するような十分な情報公開や住民関与（参加）手続きが十分で

はなく，そのための法整備も対応も不十分であったと考える。

（２）国立感染症研究所実験等差止請求控訴事件―東京高判平成 15 年 9 月 29

日（訟月 51 巻 5 号 1154 頁）54 上告棄却・上告不受理（最三小判平成 17 年 4

月 26 日判例集未搭載 55）

感染症および遺伝子組換え等の実験・研究を行う国立感染症研究所（以下「感

染研」という。ちなみに国立予防衛生研究所がその前身でもあり，「予研」と

も呼ばれている。）の付近に居住または勤務する控訴人ら（原告ら）が，被控

訴人（被告）国に対し，感染研で保管され，実験に用いられている病原体等に

より，生命，身体および健康等が害されるおそれがあるとして，人格権に基づ

き，P2 レベル以上の病原体等の保管，それを使用した実験（動物実験，遺伝

子組換え実験を含む）およびそれに伴う排気，排水および排煙等の施設外への

排出の差止を求めた事案である 56。

P2 レベルとは，例としてインフルエンザウイルス等であり，実験者個人や

その周囲への中程度のバイオハザードを引き起こす危険性はあるが，適正な操

53　斎藤・前掲注30）8-9頁。
54　判例評釈に，青野博之「国立感染症研究所事件：バイオハザードの危険性」　環境法判例
百選　第3版・別冊ジュリスト240号220頁等がある。また，本件に関しては，予研＝感染
研裁判原告の会・予研＝感染研裁判弁護団『バイオハザード裁判―予研＝感染研実験差し止
めの法理』（2001，緑風出版），本庄重男『バイオハザード原論』（2004，緑風出版），予研＝
感染研裁判の会『予研＝感染研裁判18年の記録』（2005，龍書房）も参考にした。
55　予研＝感染研裁判の会＝弁護団・前掲注54）60頁。
56　原告らは，第一審において，感染研の東京都新宿区戸山・早稲田地区（以下「戸山地区」
という。）への移転の差し止めを求めていたが，原審係属中に移転を完了し戸山地区にて研
究を開始したため，控訴審では請求内容はこのように変更された。
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作手順によれば実験室内感染はおおむね防ぐことができるものである 57。控訴

人（原告）らは，第一審（東京地判平成 13 年 3 月 27 日（判時 1767 号 51 頁））

で主張した請求理由の中で，ドイツでは，「遺伝子工学の諸問題の規制のため

の法律」が施行され，P2 以上の遺伝子組換え研究施設についての届出義務と

認可制度，州政府による立入査察が制度化され，実際にも，マールブルグ大学

の P2 施設に対して閉鎖命令が出されたこと，イギリスでも 1992（平成 4）年に，

「遺伝子組み換え微生物（閉鎖系）の規制についての法律」が施行され，P2 レ

ベル以上のすべてのバイオ実験について，独立の政府機関である保健安全局へ

の事前届出を義務付けることにし，実際にも，1993（平成 5）年末にバーミンガ

ム大学医学部のP2レベルのバイオ実験に禁止命令が出されたことを述べている。

第一審では，差止請求においてはその被侵害者の利益の侵害ないしその危険

が具体的に現実化しており，当該侵害行為が受忍限度を越え，違法であること

が必要であるが，原告らの主張は抽象的な不安感を訴えるにとどまるものであ

るとして差止請求は棄却された。そして控訴審においても，裁判所は，感染研

の研究活動等により控訴人らの生命，身体および健康等を侵害する具体的な危

険性があるとは認められず，控訴人らに対する抽象的，一般的な危険は，なお

受忍限度の範囲内にあるから，本件差止請求は認めることができないと判断し

て，請求を棄却した原判決を維持し，控訴を棄却した。

控訴人（原告）らは，感染研が危険な業務を行う以上，感染研が絶対安全で

あることを証明しなければならないと主張したが，裁判所は，控訴人（原告）

らにおいて感染研の業務の危険性を具体的裏付けをもって主張し，立証する必

要があると述べ，その点の責任は果たされていないと判断した。たしかに，そ

のような不安感を抱いているというだけでは，感染研の活動を違法と評価でき

57　予研＝感染研裁判の会＝弁護団・前掲注54）24頁には，原告らが情報公開法で入手した「完
成図書」には，「P2実験室からの排水については，中和処理が行われるだけで滅菌されずに
施設外に放流されることになっていた。」との記述がある。こうした記述が，原告らに不安
感を生じさせた。
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るものでないことは，違法評価の本質とこれを基に考えられてきた違法性判断

に関する受忍限度論に照らしても明らかなところではある。

だが，裁判所なりに判決文の最後に以下のような視点に基づき，本件の社会

的意義を評価している点が印象的である。第一審判決では，原告らの請求は，「感

染研のような公益性の高い研究施設等を設置する場合の，国，公共団体のとも

すれば将来的視点を欠いた，目先の利益調整から脱しきれない判断手法……を

非難するという一面を併せ持つものであるようにも思われる。」とし，控訴審

判決では，判決に係る判断を左右するものではないとしつつも，「このように

抽象的，一般的な危険性にとどまるものであるとしても，繰り返し述べている

ように，ひとたび病原体等が外部に漏出等するような事態が発生すれば，最悪

の場合には回復が事実上極めて困難な甚大な被害が惹起される危険性があるか

ら，感染研においては，病原体等の漏出等による感染の具休的な危険性が絶対

に発生しないように，あらゆる万全の施策を講じてこれを未然に防止しなけれ

ばならず，平素からこれを確実に実践するように努めるべきことはいうまでも

ない。」とし，「当裁判所としては，このような観点から，感染研に対し，諸設

備・機器の厳格な点検実施，最新の設備・機器の設置・更新，徹底した安全管

理体制の構築及び適宜の見直し等，安全確保のための諸施策の遵守と実践を改

めて強く要請するものである。」と付言している。

（３）BSL4 の情報開示等請求事件―長崎地判令和元年 10 月 7 日（LEX/

DB25564396）

国立大学法人である長崎大学が，坂本キャンパス（長崎市）に計画している

危険性の高い病原体を扱うバイオセーフティレベル 4（BSL4）の研究施設を

巡り，近隣の反対住民ら（本件計画の差止めを求める裁判等の遂行を目的に設

立された団体である原告求める会，および坂本キャンパスから半径 10km以内

に居住する個人ら）が，同大学，県および長崎市に対し，本件計画は，原告ら

の幸福追求権，人格権，平和的生存権及び知る権利を侵害するものであると主
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張して，憲法 13 条，21 条および 25 条に基づき，別紙開示請求情報目録記載

の情報の開示を求めた事案である。

裁判所は，本件訴えのうち，原告求める会（訴え提起時には会員 1,955 名）

の請求に係る部分は不適法であるとして却下し，その余の原告らの請求を棄却

した。

その判断過程は，次のようなものであった。裁判所は，はじめに，法人格な

き社団である原告求める会の当事者能力については，当事者能力を欠くものと

まではいい難いと判断した。だが，その当事者適格に関しては，原告求める会

は，本件 BSL4 施設の周辺住民である個人らと異なり，生命，身体に対するお

それまたは不安，居住地域内で進行する本件計画への納得の有無といった固有

の生活上の利害関係を有するものとは解されない。むしろ，原告求める会は，「前

記のような利害関係の有無，程度を問わず，訴訟手続により本件計画の中止を

図るという信条に賛同する者一般の利益を代表するものとして本件訴訟を追行

しているものと理解せざるを得ない。」と判断した。つまり，本件 BSL4 施設

の周辺住民の利害関係に基づく請求権を援用して本件訴訟を追行する資格を有

すると解すべき法的根拠は見いだせないから，原告求める会は，本件訴えにつ

いて当事者適格を欠くとしてその請求を却下した。他方，近隣に居住する個人

らの本件憲法条項に基づき本件情報の開示の請求は，原告らは，何人も健康で

文化的な最低限度の生活を維持するための知識，情報を収集・取得する権利が

保障されるべきであり，本件計画により，原告らの幸福追求権，人格権，平和

的生存権および知る権利を侵害されるとして，「情報公開関係法令によらなく

とも，本件憲法条項を直接の根拠として」，被告らに対し本件情報の開示を請

求する権利があるとの主張に基づく請求をしたことから，裁判所はこれを棄却

した。

ちなみに，原告らによる情報公開法令に基づく情報公開は，既に実施されて

いる。また，本件訴訟において原告らは，新たに本件計画の続行差止め請求（新
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請求）の追加も申し立てている 58。こうしたことから，本件も，社会的問題提

起のためという意義が垣間見える訴訟である。

（４）大阪・高槻市 JT バイオ施設情報公開訴訟―大阪高判平成 14 年 12 月 24

日（判タ 1144 号 180 頁），上告不受理（2005 年 3 月）59

控訴人（原告）が被控訴人（高槻市，被控訴人側参加人：日本たばこ産業株

式会社（JT）および JT不動産株式会社）に対し，参加人が本件施設の建築確

認申請に際して実施機関に提出した建築設計図書の公開を求めたところ，非公

開とする決定を行ったため，本件決定の取消しを求めた訴訟の控訴審である。

第一審にて原告の請求が棄却されたため，控訴人が控訴した事案である。

控訴審は，人の生命，身体または健康に対する被害が発生する蓋然性が高く，

かつ当該情報を公開することによってその被害を回避し得る可能性があるにも

かかわらず，参加人らの著作権等を根拠に本件文書の公開を拒むことは許され

るものではない等とし，原判決を取り消し，公文書非公開決定を取り消し，原

告を逆転勝訴に導いた。被告である高槻市は，上告断念を表明し，参加人 JTは，

最高裁に上告受理申立書を提出したが，最高裁は，JTの上告受理申立を受理

せず（上告受理申立不受理決定），大阪高裁判決が確定した。

本件では，JT医薬総合研究所の研究施設の建物設計図面等を，住民が情報

公開条例に基づいて公開請求した事件について，実施機関がした非公開決定

を取り消し，全面公開となった。その理由は，JTが研究施設で行っている組

換え DNA実験および病原微生物を用いての実験が，高槻市情報公開条例（昭

和 61 年高槻市条例第 40 号）6条 1 項 2 号ただし書アに該当すると，裁判所が

判断したからであった。同ただし書アの定める「人の生命，身体又は健康を害

58　新請求については，裁判所は，著しく訴訟を遅滞させるもの（民事訴訟法143条1項ただ
し書）として，許されないと判断した。
59　知る権利ネットワーク関西「2018年総会報告」（http://www.joho-kokai.jpn.org/information.

html　2020年9月20日最終閲覧）。
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するおそれのある事業活動」は，同号本文に該当する情報であっても，公開し

ないことができる情報には当たらないものと規定しているところ，同ただし書

アにいう「事業活動」とは人の生命等を害する可能性があって特別の安全対策

なしには社会的に存立が許されない事業活動をいうとした上，前記研究所では

DNA組換実験等を行っており，これは同ただし書アにいう事業活動に当たる

ものと解されたのである。また，前記情報が企業秘密保持権の対象となるもの

であったとしても，それが公益上の必要のために市に提出されたものである限

り，一定の公益上の必要からこれを公開することになっても，そのことのみに

よって企業秘密保持権を害するものとはいうことはできないと控訴審が判断し

たからである。

さらに，著作権者が著作権，著作者人格権を有する著作物であっても，同情

報の公開によって人の生命等を害する蓋然性を低くできる可能性があるにもか

かわらず，公開によりその被る不利益が前記利益に比べてはるかに小さい作成

者の著作権等を根拠に公開を拒むことは著作権等の内在的制約，または権利濫

用の観点から許されないなどとして，同情報は，前記条例 6条 1項 2号の法人

等情報に当たらないとした（平成 11 年法律第 43 号による著作権法改正前）。

本件提訴も，社会的な問題提起の意図を含んでいると思われるが，それのみ

ではなく，条例に基づき情報公開請求を行うという手堅い手法を採っており，

バイオ施設の潜在的な危険性とそれに伴う近隣住民の具体的な危機感の立証に

成功した事案といえる。

（５）遺伝子組換えイネの作付け禁止等，遺伝子組換えイネ野外実験栽培差止

め等請求控訴事件―東京高判平成 22 年 11 月 24 日（LEX/DB25470186）

控訴人（原告）らが，被控訴人（被告）が実施しているディフェンシン遺伝

子を組み込んだイネの栽培実験は，近隣イネとの交雑やディフェンシン耐性菌

の出現により，生態系に重大な影響等を及ぼし，農業従事者の生産基盤を失わ

せるおそれがある等と主張して，栽培実験の差止めを求めるとともに，既に行
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われた栽培実験が原告らの人格権等を侵害する違法なものであるとして，損害

賠償を求めた事案である。第一審は，被告の実施した交雑防止策は，栽培実験

指針に従っている相当なものであるだけでなく，それ以上の方策を採用して自

然交雑の可能性を限りなく低減させていたといえ，被告が実施した交雑防止策

が十分でなかったということはできない，さらに，実体的にも手続的にもカル

タヘナ法違反の事実はなく，本件栽培実験においてディフェンシン耐性菌が出

現した事実を認めるに足りる証拠はなく 60，そのおそれがあったと認めるべき

証拠もないとして，一部を却下し，一部を棄却した。そこで，原告らが控訴し

た事案において，控訴審は，本件栽培実験は，すべて終了していることが認め

られ，被告が同様の野外実験を行う可能性が高いことをうかがわせる証拠はな

く，しかも，本件控訴の趣旨は，差止めを求める範囲が広範にすぎ，差止めを

求める対象としてはそもそも不特定であり不適法であるとし，新請求（被控訴

人は，①ディフェンシン遺伝子を挿入したイネの野外実験栽培をしてはならな

い，および②調査によりディフェンシン耐性菌の出現が確認された場合には，

耐性菌の殺菌処理をせよ。）に係る部分を却下し，控訴を棄却した。

控訴人らは，補足的主張の一つとして，交雑の危険性を適切に判断するため

には，伊方原発訴訟判決（最一小判平成 4年 10 月 29 日（判時 1441 号 37 頁）61）

を参考にして，本件遺伝子組換えイネを開発した被控訴人において本件遺伝子

60　控訴人（被告）らは，控訴審における補足的主張の一つとしても，抗生物質の多用・常用
により耐性菌が出現するが，これと同じ条件でディフェンシンを使用した場合，耐性菌が出
現するのは必至であり，本件遺伝子組換えイネが常時ディフェンシンを産生しており，しか
も半数致死濃度のディフェンシンを産生しているのであるから，常時，菌と接触しているこ
とが推認され，本件遺伝子組換えイネから耐性菌が出現する可能性が極めて高いと主張し
た。しかし，本件遺伝子組換えイネの水田水中からディフェンシンは検出されず，切断した
イネの葉からディフェンシンの漏出の有無も確認できなかった。
61　最高裁は，原子炉設置許可処分の取消訴訟における裁判所の審理，判断は，原子力委員会
若しくは原子炉安全専門審査会の専門技術的な判断をもとにしてされた被告行政庁の判断に
不合理な点があるか否かという観点から行われるべきであるとしつつ，ただ，その主張立証
責任については，まず被告行政庁の側でその判断に不合理な点がないことを主張，立証する
必要があるとした。
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組換えイネの安全性を立証すべきであり，被控訴人がその立証を尽くさない場

合は本件遺伝子組換えイネの交雑の危険性が事実上推認されるというべきであ

ると主張した。伊方原発訴訟判決は，科学訴訟といわれるものの一つの到達点

といえるからであろう。しかし，控訴審は，伊方原発訴訟判決は，原子力発電

所の建設を予定していた会社が原子炉設置許可申請をしてこれを許可したこと

に対する許可処分の取消しを求める行政訴訟における判決であり，本件とは事

案を全く異にしており，控訴人らの主張を採用することはできないと判示した。

（６）鳥インフルエンザ―2005（平成 17）年茨城県および埼玉県

「鳥インフルエンザ」とはトリに対して感染性を示す A型インフルエンザウ

イルスのヒトへの感染症である。人におけるほとんどの感染者は， 感染した家

禽（かきん）類やその排泄物，死体，臓器などに濃厚な接触がある。日本では

発症した人は確認されていない 62。

農林水産省の報告書 63 によれば，鳥インフルエンザは，2004（平成 16 ）年

の山口県，大分県，京都府の発生に引き続き，平成 17 年 6 月下旬から 12 月

下 旬までに，茨城県および埼玉県下において，41 例（うち茨城県 40 例，埼

玉県 1 例）の高病原性鳥インフルエンザの感染が確認された 64。同報告書では，

鳥インフルエンザウイルスの侵入系が調査されている。人を介した侵入の可能

性として，「バイオテロ」についても検討されたが，「検出されたウイルスが弱

毒タイプであること，複数の農場で発生しているにもかかわらず不審な動きの

情報がないことなどからその可能性は低い 65」と考えられた。

62　厚生労働省検疫所　「感染症についての情報」（https://www.forth.go.jp/useful/infectious/
name/name54.html　2020年9月21日最終閲覧）。
63　農林水産省高病原性鳥インフルエンザ感染経路究明チーム 『高病原性鳥インフルエンザ感
染経路究明チーム報告書　2005年に発生した高病原性鳥インフルエンザの感染経路につい
て（2006 年 9 月 28 日）』（https://www.maff.go.jp/j/syouan/douei/tori/pdf/report_2005.pdf
　2020年9月21日最終閲覧）。
64　農水省鳥インフルエンザ究明チーム・前掲注63）2頁。
65　農水省鳥インフルエンザ究明チーム・前掲注63）102頁。
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2005（平成 17）年 6 月以降，高病原性鳥インフルエンザが確認された茨城

県および埼玉県の養鶏場の従業員等（養鶏場の業務に従事している者およびそ

の家族であって家禽と濃厚に接触する機会があった者）ならびに防疫従事者の

一部に対し，感染発症の有無を確認するために健康状態およびウイルス検査を

実施したが，インフルエンザ様症状を示す者はなく，PCR検査によるウイル

ス遺伝子検査の結果はすべて陰性であった 66。

しかし，前述の農林水産省の報告書には，茨城県で発生した弱毒タイプの高

病原性鳥インフルエンザ（H5N2 亜型）は，2004 年 の強毒タイプの発生（H5N1 

亜型）と異なるとして，次の特徴が挙げられている 67。順に，① 原因ウイルス

が中米で分離された株に極めて近縁である， ② 日本の近隣諸国において，今回

の発生株に近縁な株による発生がない， ③ 全国一斉サーベイランスの結果か

ら，発生が茨城県南部に限局している， ④ 今回分離されたウイルスは，抗原性

がほぼ一致している , ⑤ 原因ウイルスは，自然宿主である水禽類（水鳥のうち，

游禽類（カモ類）および渉禽類（サギ類・ツル類）のこと。）よりも鶏に適応し，

感染性は強いが臨床 症状を示さない，である。そのため，同報告書は，「ウイ

ルスの 性状，発生地域が限局していること等から，発生の原因として，中米

由来ウイルス株 から作出された未承認ワクチン又はウイルスそのものが持ち

込まれ不法に使用された可能性は否定できない 68」とも結論付けている。

４．諸外国のバイオハザード裁判と安全性への対応

（１）米国でのバイオ実験差止訴訟

米国では 1970 年に国家環境政策法（National Environmental Policy Act

（NEPA））が施行され，政府の事業には環境影響評価報告書（environmental 

66　厚生労働省健康局結核感染症課　「茨城県及び埼玉県の鳥インフルエンザの抗体検査の結
果について　平成18年1月10日」（https://www.mhlw.go.jp/houdou/2006/01/h0110-4.html
　2020年9月21日最終閲覧）。
67　農水省鳥インフルエンザ究明チーム・前掲注63）103-104頁。
68　農水省鳥インフルエンザ究明チーム・前掲注63）104頁。
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impact statement（EIS））の公表と公衆の同意が義務付けられており，これ

がバイオ実験施設にも適用されていた。その後，1982 年頃から，米国のバイ

オ実験施設に対する規制は新たな段階に入った 69。それまでの，住居地域での

バイオ実験を認め，住民参加で規制するのではなく，バイオ実験の立地・環境

条件そのものを批判し，バイオハザード予防のために住居地区でのバイオ実験

施設の設置とバイオ実験の差止めを求める訴訟の提起へと変化したのである。

なかでも著名なものが，ジェレミー・リフキン（Jeremy Rifkin）らによ

る差止訴訟である。リフキンら（公益団体および関心ある市民ら：public 

interest organization and concerned citizens）は，1983 年，環境影響評価

報告書も発表せずに組換え微生物を環境に放出する実験 70 の差止訴訟を連邦

地方裁判所に提訴し，翌年，勝訴した（Foundation on Economic Trends v. 

Heckler, 587 F. Supp. 753 (1984)）。訴訟は，組換え DNA物質の一般環境への

意図的な（deliberate）放出を許可するという国立衛生研究所（NIH）の所長

（Director）らの決定に関するものであった。具体的には，原告らは，被告で

ある連邦政府が NEPAの 42 U.S.C.S§4332（2）（C）に準拠し，環境品質評

議会（the Council on Environmental Quality）の規制に従って，適切な環境

影響評価報告書を公表していないにもかかわらず，この実験の発生を許可した

方法に手続き上の異議を申し立てた。

被告である NIHは，連邦地裁に当該差止判決の審査を求めて控訴した。控

訴審（Foundation on Economic Trends v. Heckler, 756 F.2d 143 (1984)）は，

環境への影響が不明であることを示すだけでは，EISの果たすべき役割が完

了しているとはいえず，意図的な放出をする提案された遺伝子組換え実験の

NIHの承認は無効であると認定した。しかし控訴審は，他のすべての意図的

な解放実験を禁止する差し止め命令は不適切であると認定した。

69　予研＝感染研裁判の会＝弁護団・前掲注54）51頁。
70　ジャガイモの列に遺伝子組換え細菌を導入して，植物の耐霜性を高める実験の許可申請で
あった。
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また，リフキンらは，国防総省がエアロゾル毒素研究所の建設のための資

金提供を承認した件に関しても，被告国防長官（Secretary of Defense and 

Secretary of the Army）に対して訴訟を提起した。被告は，生物兵器に対す

る保護を開発するためにエアロゾル毒素研究所の建設を提案し，EISの提出が

なされていないにもかかわらず承認した。そこで，原告らは，被告が EISを

提出しないことにより，42 U.S.C.S. §4332（2）における NEPAの§102（2）

（C）を遵守できなかったと主張して，研究所の建設を禁ずるよう求める申立

てを提出した。本件においては，被告は，EISの代わりに環境アセスメント

（environmental assessment）を提出しており，そこには重大な環境影響がな

かったことが記されていた。裁判所は，本件においては，提案された案件は仮

説的な性質をもつため，EISは必要ではないと判断しつつも，研究所の環境へ

の影響を扱った 1つのパラグラフにおいて，環境問題の関連領域を特定できな

かった厳格な調査（"hard look"）が確認できなかったと判断した。そのため，

裁判所は原告の差し止めによる救済の要求を認め，環境評価は明らかに不十

分であると判断した（Foundation on Economic Trends v. Weinberger, 610 F. 

Supp. 829 (1985)）。裁判所は，被告が彼らの行動および彼らの決定の環境への

影響を適切に考慮および開示しなかったため，差し止めによる救済が必要であ

ると結論付けた。

（２）モンサントの発がん訴訟（グリホサート発がん裁判）

1970 年代に，モンサント社は，グリホサート（glyphosate）の除草特性を

発見し，ラウンドアップというブランド名で製品の発売を開始した。

2015 年 7 月 29 日，世界保健機関（WHO）の機関である国際がん研究機

関（International Agency for Research on Cancer （IARC））が正式なモノグ

ラフを発行し，ヒトのグリホサート曝露に関連する多数の研究とデータをレ

ビューした。IARCワーキンググループは，グリホサートをグループ 2A除草

剤として分類した。これは，グリホサートが「おそらくヒトに対して発がん性
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がある（"probably carcinogenic to humans"）」ことを意味する。ワーキング

グループは，グリホサート曝露に最も関連する癌（がん）は非ホジキンリンパ

腫およびその他の造血癌であると結論付けた。そのため，原告らは，グリホサー

トが人間に有毒であるという事実にもかかわらず，モンサントはグリホサート

が人間と環境に安全であると繰り返し表明していると主張している（Rubio v. 

Monsanto Co., 181 F. Supp. 3d 746 (2016)）。

2013 年の時点で，グリホサートは世界で最も広く使用されている除草剤で

あった。モンサント社のグリホサート製品は 130 か国で登録されており，100

を超えるさまざまな作物での使用が承認されている。それゆえ，グリホサート

は，河川，小川，地下水，食品，農業従事者の尿，さらにはグリホサートと直

接接触していない都市住民の尿からも発見されているという現状にある。

他方，アメリカ国立衛生研究所（NIH）は，IARCの評価に照らして証拠の

詳細な批評を実施した。そのうえで，グリホサートを遺伝毒性発がん物質とし

て分類するべきではない，加えて，疫学データの評価では，データがグリホサー

ト曝露と多発性骨髄腫との潜在的な関係を評価するにはデータがまばらすぎる

と判断された一方で，データはグリホサート曝露と非ホジキンリンパ腫との因

果関係を示していないことを結論付けた 71。 

こうした背景のもとで，カリフォルニア州を中心に全米で，モンサント社

（当時は既にドイツのコングロマリットであるバイエル社の一部門であった。）

製のラウンドアップを使用し，その中心的素材であるグリホサートによるがん

被害への訴訟が多く提起されるようになった。そのため，カリフォルニア北部

地区外で係属中の訴訟は，カリフォルニア北部地区に移管され，調整または

統合されることとなった（In re Roundup Prods. Liab. Litig., 214 F. Supp. 3d 

1346 (2016)および In re Roundup Prods. Liab. Litig., 2018 U.S. Dist. LEXIS 

71　Gary M Williams et al., A review of the carcinogenic potential of glyphosate by four 
independent expert panels and comparison to the IARC assessment, CRIT REV TOXICOL. 
2016 Sep;46(sup1):3-20.
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100648 (2018)）。

ニューヨーク・タイムズ紙 72 によれば，こうした一連の訴訟の中で 1件目の

原告は，グリホサートベースの除草剤を 30 年以上使用して，がんにかかった

庭師である Dewayne Johnson氏であった。Johnson氏は，学校の校庭の管

理人であるが，既にがんの一種である非ホジキンリンパ腫（non-Hodgkin’s 

lymphoma）に罹患しており，2016 年に提訴したが，医師は 2020 年まではも

たないだろうとしていた。ゆえに，当時は米国全体で 5,000 件を超える同様の

訴訟が提起されていたが，原告の病状を鑑み，審理が早められた 73。ジョンソ

ン氏の弁護士は，カリフォルニア州のカウンティの学校組織の害虫駆除マネー

ジャーとしての仕事の一環として，モンサント社製のグリホサート系除草剤で

あるラウンドアップ（Roundup）とレンジャープロ（Ranger Pro）を使用した後，

非ホジキンリンパ腫を発症したと述べた。モンサント社は，グリホサートの発

がん性については否定した 74。

カリフォルニア州の陪審員は，3日間の審議の末，2018 年 8 月 10 日，モン

サント社が 3,900 万ドルの補償的損害賠償と 2億 5,000 万ドルの懲罰的損害賠

償を与えるべきとの決定をした。しかし，この陪審員による判断は，上級裁判

所（Superior Court of California in San Francisco）裁判官により一部変更さ

れた。損害賠償額はそのままであるが，懲罰的損害賠償は 3,900 万ドルに減額

された 75。

72　The New York Times, Monsanto Ordered to Pay $289 Million in Roundup Cancer 
Trial, Aug. 11, 2018, Section B, Page 4 of the New York edition, available at https://www.
nytimes.com/2018/08/10/business/monsanto-roundup-cancer-trial.html.
73　Id.
74　Id.
75　化学業界の話題　「モンサントの除草剤　Roundup による発癌被害裁判，裁判官が陪審の
懲罰的賠償を大幅減額」2019年7月27日http://blog.knak.jp/2019/07/-roundup.html（2020
年9月24日最終閲覧）。
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（３）ジカンバドリフト裁判等（農薬による作物への被害）

農薬における「ドリフト（drift）」とは，散布された農薬が目的外の作物に

付着してしまう現象を指す。付着した作物にその農薬の適用登録がない場合，

「無登録農薬」が付着した作物ということになってしまうことから生じた損害

賠償請求が本件である。

バイエル傘下のモンサント社と，ドイツの提携会社 BASFは，2017 年に揮

発性が強い除草剤ジカンバを発表した。2017 年以降，農業者は，除草剤の散

布に耐えるように（to withstand being sprayed by the herbicide）このジカ

ンバの散布量を増やしている。しかし，毎年ジカンバは，対象外の作物にドリ

フトし，数百万エーカーの非耐性ダイズやその他の作物に被害を与えている。

実際に，米国の主要な大豆生産州であるイリノイ州では，2019 年に農薬のド

リフトによって引き起こされた作物被害は記録的なものであり，2019 年 8 月

23 日時点で，590 件のジカンバによる苦情があった 76。こうしたジカンバによ

る被害の疑いに対応して，米国環境保護庁（U.S. Environmental Protection 

Agency （US EPA））は，過去 2年間でジカンバの使用制限を強化し，多くの

州でもトレーニングの強化や化学物質が使用できない日（cut-off dates）の実

施等の，追加の制限を設けている。

こうした背景のもとで，ミズーリ州の桃農家，ビル・ベーダー（Bill Bader）は，

隣接する畑地からの揮発性除草剤ジカンバにより彼の作物が被害を受けた疑い

があるとして，巨大農薬会社を訴えた。ベーダー氏は，30,000 本以上の果樹を

失ったのみならず，残った果樹の桃は小さく，その生産性が低くなったと主張

している。被害額は 2,090 万ドル（約 20 憶円）に達すると言われ，彼はその

賠償を求めている。その訴訟は，現在はバイエル傘下のモンサントと，ドイツ

76　Johnathan Hettinger, Despite federal, state efforts, dicamba complaints continue, 
August 27, 2019, AGRIBUSINESS-MIDWEST CENTER FOR INVESTIGATIVE REPORTING, available 
at https://investigatemidwest.org/2019/08/27/despite-federal-state-efforts-dicamba-
complaints-continue/.
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の提携会社 BASF を被告としており，両社の製品の販売は除草剤ドリフトに

より周辺作物に被害をもたらす結果となるであろうことを知っていたが，ジカ

ンバ耐性の綿花と大豆の種子を販売し被害を拡大したと主張した。

より具体的には，この問題は，ベーダー氏によれば，被告のモンサント社（作

物の種子と除草剤を販売する会社）と BASF（除草剤を販売する会社）がジカン

バ耐性の種子の開発と販売を共同で開始した後の2015年から，桃の果樹園が被

害を受け始めたと主張している。ベーダー氏は，モンサントは2015年と 2016年

に，対応するジカンバ除草剤なしでジカンバ耐性種子を販売した両方の被告が，

共謀して「生態学的災害（"ecological disaster"）」を引き起こしたと主張している。

その結果，農業者は，古い製剤のジカンバ除草剤（old formulation of dicamba 

herbicide）を違法に散布してしまった。この古いジカンバは，作物に対する使

用が承認されていない状態での（unapproved for in-crop）使用であり，その性

質は「揮発性（"volatile"）」であり，ドリフトしやすいというものであった。以

上のことから，この古いジカンバは，近隣の非耐性作物に損害を与え，近隣の農

民にモンサントのジカンバ耐性種子を防御的に植えることを余儀なくさせ，2017

年に両被告の新しいジカンバ除草剤の需要を増加させた。

これらの状況に基づいて，多くの農業者ら（特にダイズ生産者）から被告に

対して多数の訴訟が提起された。こうして連邦裁判所に提起された訴訟が，In 

re Dicamba Herbicides Multi-District Litigation,1:18-MD-2820-SNLJ （E.D. Mo.）

（the "MDL"と称される。）である。2018 年 2月 1日，民事訴訟のうち 5つがミ

ズーリ州東部地区の連邦地方裁判所に移管され統合され審理されることとなっ

た（In re: Dicamba Herbicides Litig., 289 F. Supp. 3d 1345 (2018)，In re Dicamba 

Herbicides Litig., 2020 U.S. Dist. LEXIS 105820）。

ベーダー氏は，MDLの原告の一人ではあるが，作物被害の訴訟には参加しな

かった。代わりに，Bader Farms, Inc. v. Monsanto Co., 431 F. Supp. 3d 1084 (2019)

として，独自の訴訟管理命令（Case Management Order）に従っており，2020

年 1月に審理が予定されていた。
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しかし，被告である会社側はその主張を否定しており，略式判決を求める別個

の申立てを提出した。

（４）PGS 事件―GMO の欧州特許条約（EPC）53 条 a 該当性 77 

欧州特許条約（European Patent Convention（EPC））の 53 条 aは，特

許性の例外として，その商業的利用が「公の秩序又は善良の風俗（ "ordre 

public" or morality78）」に反するおそれのある発明には，特許は付与されない

とし，「その利用が，一部又は全部の締約国において法律又は規則によって禁

止されているという理由のみでは公の秩序又は善良の風俗に反しているとはみ

なされない。79」と規定する。この条項該当性が問われたのが，Plant Genetic 

Systems（PGS）社（2002 年以来，バイエルクロップサイエンスの一部となっ

た。当時はバイエル社の子会社。）が開発した除草剤抵抗性遺伝子である。こ

の遺伝子は，組込んだ植物を植えた場合に，所定の除草剤を散布すると，雑草

のみが駆除できるという性質を有している。

本件については，前述の斎藤教授の著書 80 に詳しく，以下にそれを基に以

下に紹介する。当該遺伝子の発明には，環境団体であるグリーンピースから

異議申立てがなされたが，1993 年，異議申立部は，その主張を退けた 81。その

77　類似の案件としていわゆるハーバードマウス（ハーバード大学医学部教授によって遺伝子
組換え技術を用いて1980年代初頭に開発された「ガンにかかりやすい」ネズミであり，ガ
ンの発生機序を解明するための実験およびガンの治療薬を開 発するための実験に有用であ
るとされる）がある。筆者によるEPC53条aおよび53条bとハーバードマウス等のGMOと
の検討に関しては，拙稿「バイオテクノロジーに適用される米国とEUの特許制度―植物に
適用される2つの国・地域の特許システムの比較から―」国際商事法務vol.48 No.11 1550-
1555頁を参照のこと。
78　European Patent Office （EPO）, The European Patent Convention, available at https://

www.epo.org/law-practice/legal-texts/html/epc/2016/e/ar53.html.
79　本稿におけるEPOの和訳は，特許庁（第15版：2015 年 6 月 4 日版）を用いている。
（https://www.jpo.go.jp/system/laws/gaikoku/document/mokuji/epo-jyouyaku.pdf　2020
年9月22日最終閲覧）。
80　斎藤・前掲注30）84-87頁。
81　斎藤・前掲注30）84頁。
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EPC53 条 aに係る検討では，当該発明は，EPOが倫理的な考慮により決定で

きる「公衆の大多数が反発し，特許付与が想定しがたいもの」に該当するとは

考えられないし，想定されるリスクについても，科学者の見解が分かれている。

そもそも，危険の蓋然性だけでは特許付与は左右されず，リスク評価と発明の

利用に関する規制は，EPOの任務範囲に該当しないと判断した。つまり，植

物バイオテクノロジーに関しては，「濫用ないし破壊的利用」に向けられた発

明のみが良俗に反すると言えるのであり，本件のような除草剤抵抗性の獲得は，

濫用・破壊的利用に向けられたものではないというのが，その判断であった。

また，環境被害に関しても，「実施が環境に重大な危険を及ぼし，しかもその

脅威が，審判請求時に十分認識される場合のみ」公序違反となるとした 82。

ハーバードマウス事件のように動物の苦痛という「損害」が伴う場合とは異

なり，「損害」のない場合における想定されるリスクと特許制度との関係を判

断したものであった 83。

（５）スターリンク・トウモロコシ事件―食品に入り込んだ未承認 GMO　

米国におけるスターリンク・トウモロコシ（StarLink Corn）事件のあらま

しは，Rebecca M. Bratspiesの論文 84 に詳しく，これに基づき以下に紹介する。

2000 年 9 月 18 日，消費者と環境の連合グループ（coalition of consumer 

and environmental Groups）は，食料品店で販売されているタコベル社製

のタコシェル（Taco Bell taco shells）のスターリンク・トウモロコシから

の DNA断片を検出した。スターリンク・トウモロコシは，Aventis Crop 

Science社が特許を取得した遺伝子組換え品種（GMO）のトウモロコシで，

動物飼料としての使用のみが承認されており，人への消費には承認されていな

82　斎藤・前掲注30）86頁。
83　斎藤・前掲注30）85頁。
84　Rebecca M. Bratspies, Myths of Voluntary Compliance: Lessons from the StarLink 

Corn Fiasco, 27 Wm. & Mary Envtl. L. & Pol'y Rev. 593 (2003), available at https://
scholarship.law.wm.edu/wmelpr/vol27/ iss3/3
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いものであった 85。

数日後，米国の大手食品会社であるクラフトフーズ（Kraft Foods）は，す

べてのタコベル社製のタコシェルを自発的にリコールした。他のメーカー各社

もこれに続いた。2000 年 11 月までに，アメリカ食品医薬品局（FDA）は施行

権限を行使して，約 300 種類の混ぜ物をした（adulterated）スナックチップ，

コーン粉，およびその他のトウモロコシ食品をリコールさせた。これらのリコー

ルの費用は数億ドルに上った。

スターリンク社は，GMO評論家の批判の的となり， 国際的なトウモロコシ

の輸出は急落した。続く危機としては，アメリカの農業と食料生産のセクター

全体を麻痺させ，そして消費者の信頼をひどく揺さぶった。スターリンク・ト

ウモロコシ事件は，2年経ってもトウモロコシの価格に影響を与え続けるほど

に，国際市場を揺さぶる力を持っていたからであった 86。

こうした GMO混入事件は米国の企業に限ったことではなく，日本でも起き

ている。2001（平成 13）年 5月 24 日，厚生労働省は，ジャガイモを用いた食

品の GMO組換え体混入検査結果を公表した。それによれば，国立医薬品食品

衛生研究所における検査によって，スナック菓子やフライドポテトなどから，

日本では未承認の遺伝子組換えジャガイモが検出された 87 88。ハウス食品会社

は，原料ジャガイモを米国の 3社・カナダの 1社から「非組換え原料」という

証明書付きで直接輸入していたにも拘わらず，実際には，GMOが混入してい

ただけではなくまだ日本で承認されていないものであった。同社は，「オー・ザッ

85　Id at 593． 
86　Id at 593-594．
87　厚生労働省ウェブサイト　「安全性未審査の遺伝子組換えじゃがいもの調査結果　平成13
年5月24日」（https://www.mhlw.go.jp/houdou/0105/h0524-2.html　2020年9月22日最終閲
覧）。
88　安全性未審査の遺伝子組換えじゃがいもが検出された3検体は，いずれもハウス食品（株）
が製造販売したスナック菓子（商品名「オー・ザック」）であり，食品衛生法第7条第2項に
違反することから，厚生労働省は，同社に対し，当該製品の回収を指示するとともに，輸入
時の検査強化を検疫所に指示した。
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ク」の全商品を対象として，社告などを通じて購入客に返品を呼びかけた。出

荷前の製品などだけで約 120 万袋（約 4億円）にのぼった。遺伝子組換え食品

は，同年4月から安全性審査が義務付けられ，違反が判明したのは初めてのこと

であり，同省は検疫所に食品，食品原料の輸入時の検査強化を指示した 89。

この件に関しては，米国での分離流通はきちんと行われておらず，加えて花

粉の飛散などで「組換え」「非組換え」の分離が不可能になっているという指

摘 90 や，食品企業は，輸入業者に分離証明の担保として，公的検査機関による

検査データの提出も求めるべきであるとの意見 91 もあった。

現在，厚生労働省は，「現在のところ，我が国において商業栽培が行われて

いる遺伝子組換え農産物はありません。」とし92，ハウス食品も原材料の調達に

は現地での「畑から」の品質確認を行い，GMOにも「分別した原材料を使用

しています。」としている 93。

（６）鳥インフルエンザウイルスに関する論文公開問題

情報を悪用してのバイオテロへのおそれから，研究論文の公表が制約された

事案があるため，以下に，前述の吉澤准教授の論文 94 を基に紹介する。2011 年

8 月，河岡義裕教授（東京大学）らが Nature誌に，オランダのエラスムス医

療センターのロン・フーシェ（Ron Fouchier）教授らが Science誌に，H5N1

89　長尾真輔「遺伝子組み換えジャガイモ，菓子『オー・ザック』から検出」毎日新聞，2001
年5月24日。
90　天笠啓介「未承認組み換えジャガイモ相次ぐ検出」，遺伝子組み換え食品いらない！キャ
ンペーン編『遺伝子組み換えイネの襲来』（2001，緑風出版）128-129頁。
91　安田節子　「スナック菓子『オー・ザック』から未審査の組換え原料検出」　2001年5月29
日（https://www.yasudasetsuko.com/gmo/column/010529.htm　2020年9月22日最終閲覧）。

92　厚生労働省ウェブサイト 　「食品表示に関する共通Q&A（第3集 :遺伝子組換え食品
に関する表示について）・問Ⅲ -2」（https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/
information/qa/common_03/#a2-28　2020年9月22日最終閲覧）。
93　ハウス食品ウェブサイト　「安心・安全への取り組み」（https://housefoods.jp/company/

safety/attention/materials.html　2020年9月22日最終閲覧）。
94　吉澤・前掲注9）144-145頁。
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型鳥インフルエンザの実験結果に関する論文を独立に投稿した。どちらの論文

も，ウイルスに 4～ 5個の遺伝子変異が起きれば，モデル動物の間で空気感染

することを示しており，自然界で同様のことが生じれば，人間にも大規模な感

染を引き起こすかもしれないことが懸念された。そこで，米国の「バイオセキュ

リティに関する全米科学諮問委員会」（National Science Advisory Board for 

Biosecurity（NSABB））は，情報の悪用を懸念し内容の一部削除を勧告した 95。

これを受けて，2012 年 1 月 20 日，両教授を含むインフルエンザウイルスの

研究者が，研究を一時的に中断する声明を発表した。論文は，WHOが議論の

場を設定し，両教授を含む研究者および政策実務者の合意により，NSABBや

料論文に係る研究資金を提供したNIHの合意の下で公開されることとなった。

だが，こうした研究者の自主的な研究の中断は，バイオセキュリティに関する

研究論文の査読体制が整ったとされる同年 10 月まで 8か月間継続された 96。

論文公表の是非という問題であるが，論文の執筆と公表には，その執筆者の

所属する研究機関やその研究機関への助成者・支援者や協力者・理解者（企業

や出版社を含む）等の理解と協力も必要であり 97，当該論文だけではなく関連

する多くの研究者と所属学会のあり方が問われるといえ，それぞれの段階（過

程）で多くの関係者に関わる問題である。

（７）ネオニコチノイド系農薬とミツバチの関係

欧州委員会（European Commission）は 2013 年に昆虫の神経を麻痺させる

薬品 3種の 2 年間の使用禁止を導入した。スイスに本社のあるシンジェンタ

（Syngenta）社は，農薬製造大手であり，ミツバチの保護キャンペーンを展開

95　吉澤・前掲注9）144頁。詳細は，Nature Japanウェブサイト，「なぜ，NSABBは論
文の一部削除を勧告したのか原文：Nature 482, 156-157（2012年2月9日号）」（https://
www.natureasia.com/ja-jp/nature/specials/contents/H5N1-influenza/id/nature-
comment-013112-2　2020年9月22日最終確認）。
96　吉澤・前掲注9）144-145頁。
97　吉澤・前掲注9）146-147頁。
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している。その一方で，この欧州委員会（EC）によるネオニコチノイド使用

禁止を違法として訴えていた。ドイツに本社のあるバイエル社や BASF社も

同様の訴訟を起こしている。昆虫学者，生物学者，環境学者らが，賛否両論を

展開し研究を行っているが，蜂群崩壊症候群の原因の真相はまだ誰も確定でき

ていなかった状態が長く続いていた 98。

本件については，枝廣淳子氏と多田博之氏が共同代表を務める Japan for 

Sustainabilityの記事に詳しく，それを基に以下に紹介する。

英国政府の研究機関，自然環境研究委員会（Natural Environment Research 

Council （NERC））生態環境研究所（Centre for Ecology & Hydrology （CEH））

に所属するベン・ウッドロック（Ben A. Woodcock）氏らは 2016 年 8 月 16 日，

Nature誌が運営するオンラインの科学ジャーナル Nature Communications

に，ネオニコチノイド系殺虫剤が蜂の個体群数の現象に繋がることを実証的に

示した科学論文 99 を発表した。結果として，ネオニコチノイド系殺虫剤で処理

したアブラナに対して蜂の消滅率が高まったことが認められた。

ミツバチは花粉を媒介する昆虫であり，農作物の種類によってはその減少

が直接的に収穫減につながる。EUでは欧州食品安全機関（European Food 

Safety Authority （EFSA））がミツバチへの影響が出る可能性のある使用方法

を禁止しており，米国でも，環境保護庁（EPA）がミツバチへの影響を否定

できないとして使用制限を定めている 100。

一方，日本でも蜜蜂の個体群は減少しているが，農林水産省は，ネオニコチ

98　Mari Kawawa 「北米コラム：ミツバチの危機」QUICK ESG研究所（https://www.esg.
quick.co.jp/research/52　2020年9月22日最終確認）。
99　Ben A. Woodcock, Nicholas J. B. Isaac,  James M. Bullock,  David B. Roy,  David G. 

Garthwaite, Andrew Crowe & Richard F. Pywell, Impacts of neonicotinoid use on long-
term population changes in wild bees in England, NATURECOMMUNICATIONS vol.7, Article 
number: 12459 (2016). 

100　Japan for Sustainability （JFS）ウェブサイト ,「イギリス：ネオニコチノイド系殺
虫剤が蜂の大量減少に関連。科学論文発表　2016年9月4日」（https://sustainablejapan.
jp/2016/09/04/neonicotinoid-use/23413　2020年9月22日最終閲覧）。
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ノイド系農薬は，カメムシ，ウンカ，アブラムシ，コナジラミ，ハモグリガなど，

主要な害虫に対して優れた防除効果があり，これらの農薬を使用することがで

きる作物も，稲，果樹，野菜など幅広く，農家による害虫の防除に欠かせない

ことからも，慎重な姿勢を示していた 101。その理由として，日本では，ネオニ

コチノイド系農薬を，水稲の育苗箱に使用したり，作物の茎葉へ散布したりす

るのが一般的であり，欧米のように粉塵が広範囲に巻き上がるような方法の播

種は行わないため，粉塵についての懸念はほとんどないからと説明する。ただ

し， 今後，欧米のように広範囲に農薬の粉塵が巻き上がるような播種法が一般

的になったり，蜜蜂の被害が増加したりすれば，使用の制限を検討する必要が

あるとしている。 

その後，2018 年 2 月に発表された欧州食品安全機関（EFSA）の報告書は，

あらゆる屋外での殺虫剤の使用は，土壌と水を汚染する原因になっており，ミ

ツバチと野生種のマルハナバチの両方に対し高いリスクに繋がっていると結論

づけた。そこで，欧州委員会（EC）は 2018 年 4 月 27 日，世界的に最も広く

使用されているクロチアニジン，イミダクロプリド，チアメトキサムの 3種類

のネオニコチノイド系殺虫剤の屋外使用の全面的禁止を決定した。例外的に認

められるのは密閉型の温室のみである。同日にEU加盟国も同ルールに賛同し，

導入が決まった 102。

GMOと農薬開発は，除草剤耐性遺伝子の有効利用という文脈で語られるこ

とが少なくない。だが，本件では，ネオニコチノイド農薬でも死なないミツバ

チ（農薬耐性遺伝子を組み込んだミツバチ）を遺伝子組換え技術で生じさせる

ことが志向されているわけではなく，害虫は殺してもミツバチを殺さない（保

101　農林水産省ウェブサイト 「農薬による蜜蜂の危害を防止するための我が国の取組（Q&A）
（2016.11月改訂）」（https://www.maff.go.jp/j/nouyaku/n_mitubati/qanda.html#q9　2020
年9月22日最終閲覧）。
102　Japan for Sustainability （JFS）ウェブサイト ,「欧州委員会，ネオニコチノイド系3
種を含む殺虫剤の屋外使用を2018年中に禁止 2018年5月8日」（https://sustainablejapan.
jp/2018/05/08/eu-neonicotinoids/31983　2020年9月22日最終閲覧）。
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護できる）農薬の開発やそのような農薬の使い方を志向するような議論が行わ

れていることに筆者は注目している。

５．考察

いくつかの案件を盛り込んだが，なかでも，スターリンク・トウモロコシ事

件（食品に入り込んだ未承認 GMO，本稿４（５））は，規制の仕組みが確立

しているうえでの事故（過失）であり執行の問題と捉えうる。また，ネオニコ

チノイド系農薬とミツバチの関係（本稿４（７））のように，それらの因果関

係がある程度科学的に究明出来てきたものに関しては，次の段階として適切な

規制と被害救済のあり方の検討が求められる。

他方，国内で提起されたバイオハザード訴訟の多くは，多くの訴訟が規制権

限を有する行政に対して原告住民らが差止訴訟などの抗告訴訟を提起し，行政

やバイオ研究機関等にリスク発生の蓋然性を基に損害賠償を請求するという形

式で訴訟提起が行われている。決して規制権限を有する行政機関とバイオ研究

を実施する研究機関側が，二項対立ではないことは，こうした訴訟における構

図からも明白である。かといって，「行政・研究」v.s.「市民」と捉えるのは早

計であり，こうした現代技術に係る研究は振興すべきもので，それによって周

辺住民のみならずグローバル社会への恩恵がもたらされるということにも，多

くの人は理解がある。むしろ問題であるのは，バイオ実験施設がNIMBY（“Not 

In My Back Yard”：我が家の裏庭には御免）施設であることであろう。

日本では，感染研が 1981（昭和 56）年に東京都武蔵村山市に，理研が 1984

（昭和 59）年に茨城県つくば市に，それぞれ BSL4 の施設を建設したが，いず

れも地域住民の反対によりこれの使用を停止せざるを得なかった 103。理研での

実験施設の利用（本稿３（１）），およびその後の品川区にあった感染研の東京

都新宿区戸山地区への移転訴訟（本稿３（２））では，本稿で扱ったように差

103　吉澤・前掲注9）145頁。
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止訴訟が近隣住民から提起されたからでもあった。こうした造成するだけでも

高額な施設が稼働できないということは，それだけで費用の無駄であるばかり

か，国民の公衆衛生上の問題に対処できずグローバル社会における日本の責任

も果たせないことになる。

そのため，こうした事態の解決には，それぞれの段階（過程）で，必要な関

係者に情報公開（透明性と説明責任含む）と参画を求めながら，合意形成しつ

つ進めるしかないと思われる。しかしながら，GMOの購入には，諸個人の選

択にゆだねるべく食品表示（トレーサビリティ）の明確化，すなわち情報公開

がかなりの程度で奏功しているが，実験施設の誘致（移設）や研究の方向性と

いうものは，諸個人の意思決定のみではなく地域なり自治体なりといった大き

な単位や機関での意見集約と意思決定が求められる。かつ，情報公開にもバイ

オテロのリスクを懸念する必要がある等，情報開示をして判断を任せれば済む

というものではない。注目されている研究の性質上，それぞれの段階（過程）

で多くの関係者に関わる問題であるといえ，それゆえに専門家の知見だけに依

拠するべきではなく，非科学的な「不安感」だけに配慮するべきでもないとい

うことになるであろうか。総じて，現行では，予防原則の比例原則に適う適用

が求められる，ということになるかと思われる。

ただし，現行では，この予防原則が十分には適用されていない。というのも，

立証責任が，情報量も専門性も乏しい原告住民側のみに課せられているからで

ある。科学訴訟の一つの到達点ともいえる伊方原発訴訟の最高裁判決では，最

高裁は，原子炉設置許可処分の取消訴訟における裁判所の審理，判断は，原子

力委員会若しくは原子炉安全専門審査会の専門技術的な判断をもとにしてされ

た被告行政庁の判断に不合理な点があるか否かという観点から行われるべきで

あるとした。ただ，その主張立証責任については，まず被告行政庁の側でその

判断に不合理な点がないことを主張，立証する必要があるとした。感染研実験

等差止請求や P4 実験施設利用差止請求訴訟も，この伊方原発訴訟と同様に，

原告側の立証責任の軽減には配慮するべきであろう。
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むすび

筆者は，科学技術の功罪やデュアルユース・ジレンマが指摘される下でも，

実験・研究は粛々と行われるべきものであると考えている。そのためにも各事

案とそれぞれの段階に応じた「振興」と「規制」が，多くの関係者の了解のも

とになされるためのより精緻な仕組みを希求する次第である。
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